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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 株価収益率については、当社株式は平成16年６月１日付で名古屋証券取引所「セントレックス」市場に上場しており、

それ以前については非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので記載しておりません。 

３ 第４期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第２期及び第３期については新株引受権の残高が、第

４期については新株引受権及び新株予約権の残高がありますが、当社株式は平成16年６月１日付で名古屋証券取引所

「セントレックス」市場に上場しており、それ以前については非上場・非登録のため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

４ 第７期は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

  

 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年３月

売上高 (千円) 981,265 1,676,322 2,985,132 4,446,526 7,270,237 7,468,405

経常利益 (千円) 25,253 88,361 428,800 356,089 483,515 522,617

当期純利益 (千円) 15,545 48,681 251,134 158,677 248,096 307,014

純資産額 (千円) 432,980 481,396 722,827 2,702,097 3,965,347 4,226,969

総資産額 (千円) 629,774 857,343 1,739,610 4,778,773 6,348,878 9,937,311

１株当たり純資産額 (円) 259,269.66 288,261.30 108,207.71 79,376.51 90,069.55 95,358.80

１株当たり当期純利
益 

(円) 12,004.22 29,150.31 37,549.99 6,184.45 6,483.44 6,962.44

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利
益 

(円) ― ― ― 5,010.70 6,291.72 6,827.76

自己資本比率 (％) 68.7 56.1 41.6 56.5 62.5 42.5

自己資本利益率 (％) 3.6 10.1 41.7 9.3 7.4 7.5

株価収益率 (倍) ― ― ― 24.4 35.2 27.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △365,895 277,275 △481,162 △1,836,316 △724,342 △1,642,985

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △11,689 △141,597 △104,281 △451,512 △444,282 △762,643

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 302,300 53,090 431,135 2,430,007 1,208,540 2,697,025

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 156,150 344,100 190,071 332,147 370,247 661,645

従業員数 
［外、平均臨時 
雇用者数］ 

(名) 
8 
[1]

12
[2]

15
[4]

45
[2]

47 
[2]

47
[2]



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 株価収益率については、当社株式は平成16年６月１日付で名古屋証券取引所「セントレックス」市場に上場しており、

それ以前は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので記載しておりません。 

３ 平成17年４月期の１株当たり配当額750円には、特別配当125円を含んでおります。 

４ 第４期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第２期及び第３期については新株引受権の残高

が、また第４期については新株引受権及び新株予約権の残高ありますが、当社株式は平成16年６月１日付で名古屋証券

取引所「セントレックス」市場に上場しており、それ以前は非上場・非登録のため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

５ 第７期は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

  

  

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年３月

売上高 (千円) 955,200 1,629,566 2,981,198 4,401,034 6,922,186 6,909,437

経常利益 (千円) 10,022 91,521 401,200 397,454 520,046 478,430

当期純利益 (千円) 3,360 52,057 226,336 212,938 292,716 264,476

資本金 (千円) 196,000 196,000 196,000 1,006,009 1,507,309 1,513,409

発行済株式総数 (株) 1,670 1,670 6,680 34,044 43,966 44,327

純資産額 (千円) 420,607 472,432 695,204 2,731,428 4,003,093 4,229,794

総資産額 (千円) 612,793 851,588 1,715,994 4,842,776 6,354,590 9,739,039

１株当たり純資産額 (円) 251,861.02 282,893.48 104,072.52 80,238.16 90,928.16 95,422.53

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

― 
(―)

2,500
(―)

625
(―)

750
(―)

1,000 
(―)

1,100
(―)

１株当たり当期純利
益 

(円) 2,595.02 31,172.37 33,882.76 8,299.27 7,677.39 5,977.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利
益 

(円) ― ― ― 6,724.14 7,450.36 5,881.74

自己資本比率 (％) 68.6 55.5 40.5 56.4 63.0 43.4

自己資本利益率 (％) 1.2 11.7 38.8 12.4 8.7 6.4

株価収益率 (倍) ― ― ― 18.2 29.7 31.4

配当性向 (％) ― 8.0 1.8 9.0 13.0 18.4

従業員数 
［外、平均臨時 
雇用者数］ 

(名) 
7 
[1]

11
[2]

14
[4]

17
[2]

20 
[2]

19
[2]



２【沿革】 

  

 

年月 概要

平成12年５月 東京都渋谷区に株式会社エイペックスを資本金3,000万円で設立、業務を開始

平成12年９月 京都府亀岡市に京都支店を開設 

平成13年６月 連結子会社Apex Semiconductor, Inc．を韓国に設立

平成14年５月 京都テックセンター(京都支店を併合)開設

平成15年５月 プローブカード関連製品の販売を開始

平成16年６月 名古屋証券取引所セントレックス市場に株式を上場

平成16年９月 
東京都府中市に連結子会社株式会社エイペックス・アドバンスト・テクノロジー設立 
（プローブカードの製造を開始） 

平成17年３月 本社及び京都支店がISO9001の認証取得を受ける

平成17年10月 東京都港区に持分法適用関連会社ネクサス・テクノロジ株式会社を設立

平成18年５月 京都府亀岡市に持分法適用関連会社株式会社NSTジャパンを設立

平成18年５月 
シンガポールのエンジニアリング会社QT Technology Pte. Ltd.の株式を取得。持分法適用関連
会社とする 

平成18年７月 ネクサス・テクノロジ株式会社の株式を日本エイム株式会社へ譲渡

平成18年11月 栃木県那須郡に持分法適用関連会社株式会社セミコンダクタツールジャパンを設立 

平成18年11月 
日本エイム株式会社との間で、株式移転により完全親会社ユナイテッド・テクノロジー・ホール
ディングス株式会社を設立することを定めた株式移転計画書を締結 

平成19年３月 名古屋証券取引所セントレックス市場への株式上場を廃止



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社２社（国内１社、海外１社）、関連会社３社（国内２社、海外１社）で構成されてお

り、中古半導体製造装置の仲介、買付、販売及び装置にかかわる技術サービスの提供、プローブカードの製造・販売を主たる事

業の内容としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント

情報の区分と同一であります。 

  

(1)半導体製造装置事業 

 当部門においては、中古半導体製造装置の仲介、買付、販売、中古半導体製造装置に対する補修、改造、リファービッシュ

（中古品再生）、システムチェック、製造ラインの移設・レイアウト等の技術サービス、各種のコストダウンコンサルティン

グ、半導体製造装置の消耗品（光源用等のランプ）、パーツおよび洗浄装置の販売を行っております。 

（主な関係会社）当社、Apex Semiconductor, Inc.、㈱NSTジャパン、QT Technology, Pte Ltd.及び㈱セミコンダクタツー

ルジャパン 

  

(1)プローブカード事業 

 当部門においては、プローブカードの製造及び販売を行っております。 

（注） プローブカード…半導体パターンが設計どおりに出来上がっているかを検査する治具。 

（主な関係会社）当社及び㈱エイペックス・アドバンスト・テクノロジー 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  



４【関係会社の状況】 

 （注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 特定子会社に該当する会社は、ありません。 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合（％） 

関係内容 

(連結子会社)     

Apex Semiconductor, Inc． 
韓国 
ソウル市 

62,500
千韓国 
ウォン 

半導体製造装置事業 100.0

(1)半導体製造装置の輸出
及び輸入 

(2)貸付金あり 

(3)役員の兼務 ２名 

株式会社エイペックス・アドバ
ンスト・テクノロジー 
  

東京都 
府中市 

130,000
千円 

プローブカード事業 100.0

(1)同社のプローブカード
を販売しております。 

(2)当社より生産設備の貸
与を受けております。 

(3)貸付金あり 

(持分法適用関連会社)     

株式会社NSTジャパン 
京都府 
 亀岡市 

20,000
千円 

半導体製造装置事業 39.0

(1)同社に露光装置に関す
る技術サービスを委託
しております。 

(2)当社より事務所及びク
リーンルームの貸与を
受けております。 

(3)役員の兼務 １名 

QT Technology Pte. Ltd. シンガポール 
シンガポールドル

1,222,570
半導体製造装置事業 40.0

同社への半導体製造装
置の販売 

 株式会社セミコンダクタツール
ジャパン 

 栃木県 
那須郡 

 20,000
 千円

半導体製造装置事業 39.0

(1)同社への技術サービス
の委託 

(2)役員の兼務1名 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体製造装置事業 14[―] 

プローブカード事業 26[―] 

統括管理業務 7[ 2] 

合計 47[ 2] 



(2) 提出会社の状況 

 （注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の[外書]は、嘱託社員の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

    平成19年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

19[2] 40.2 3.2 6,054



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、高水準の企業収益と雇用者所得の増加、さらには海外経済の拡大など内外

需要の増加により、景気は堅調に推移いたしました。 

 当社グループの属する半導体及び半導体装置産業は、期前半は国内において薄型テレビをはじめとするデジタル家

電製品がサッカーのワールドカップ効果により大きな伸びを示したことに加え、世界的なカーエレクトロニクスや情

報関連機器需要の増加により、拡大を続けてまいりましたが、後半にはいると新規ラインの稼動による能力増強と

ワールドカップ後の生産調整などにより在庫が増加、さらにはデバイス価格の下落もあり、半導体デバイスメーカー

各社が生産の増加に慎重になるようになってまいりました。 

 このような状況において当社グループでは、高品質な中古半導体製造装置のタイムリーな提供により、顧客である

半導体デバイスメーカーのコストダウンを支えるイコールパートナーを目指し、グローバルな情報網を生かした売れ

筋装置の先行仕入れによる在庫力の強化、国内外のエンジニアリング会社との提携強化による技術サービス力の拡充

などを積極的に進め、拡大する中古装置需要への対応を図ってまいりました。 

 なお、当社は、平成18年11月20日に、日本エイム株式会社と株式移転による完全親会社、ユナイテッド・テクノロ

ジー・ホールディングス株式会社を設立し、経営統合を行う旨を定めた株式移転計画書を締結し、同12月19日の臨時

株主総会にて、平成19年４月２日に同社を設立し、経営統合を行うことを承認可決されました。この経営統合にとも

ない、当社は、決算期を従来の４月から３月に変更、そのため当連結会計年度は、平成18年５月から平成19年３月ま

での11ヶ月間の変則決算となっております。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は7,468,405千円（前期比2.7%増）となりました。 

営業利益は、子会社、㈱エイペックス・アドバンスト・テクノロジーの黒字化により、売上総利益率が1.4ポイント

改善したことに加え、販売費及び一般管理費を9,729千円減少したことにより、529,963千円（前期比34.7%増）とな

りました。経常利益につきましては、為替差益の減少と、持分法投資損失52,824千円の発生により、522,617千円

（前期比8.1%増）となり、当期純利益は307,014千円（前期比23.8％増）となっております。 

  

 ①事業の種類別セグメントの状況を示すと以下のとおりであります。 

[半導体製造装置事業] 

半導体装置事業では、中古装置の販売において、国内をはじめ、アジア地区の旺盛な設備投資需要を背景に顧客

ニーズを捉えた在庫装置の品揃えの強化により順調に推移いたしました。さらにテックサービスにおいても、リファ

ビッシュ案件の増加等により、699,544千円（前期比57.0%）と大幅に増加いたしました。 

 当連結会計年度における半導体製造装置事業の売上高は、7,025,806千円（前期比0.6%増）となり、営業利益は

テックサービスの増加により、700,926千円（前期比7.0%増）となっております。 

  

[プローブカード事業] 

 プローブカード事業では、同製品の製造・販売を行う㈱エイペックス・アドバンスト・テクノロジーの売上拡大に

ともない、前期の営業損失から営業利益を計上するようになりました。 

   当連結会計年度におけるプローブカード事業の売上高は、442,598千円（前期比53.0%増）、営業利益は53,908千

円（前期は35,407千円の営業損失）となりました。 

  

 



 ②所在地別のセグメントの状況を示すと以下のとおりであります。 

［日本］ 

日本では、輸出売上が韓国向けは減少いたしましたが、シンガポール及び中国・台湾向けが伸長したしました。ま

た、国内においてもテックサービスの増加により、順調に推移いたしました。 

 当連結会計年度における日本の売上高は、7,248,710千円（前期比0.6%増）、営業利益は462,814（前期比26.7%

減）となっております。 

  

［韓国］ 

  韓国では、Apex Semiconductor, Inc.において、韓国国内の顧客向けの売上げの拡大により、売上高は965,268

千円（前期比68.0%増）、営業利益は、61,980千円（前期比78.2%減）となっております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は前期比291,397千円増加し、661,645千円となりました。当連結会

計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。 

  

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果費消した資金は1,642,985千円となり、前年同期に比べ918,642千円増加いたしました。これは主に、

税金等調整前当期純利益の522,617千円、減価償却費の62,416千円、持分法による投資損益の52,824千円などの増加要

因を、売上債権の増加の1,033,012千円、たな卸資産の増加の1,237,700千円及び法人税等の支払額の307,485千円など

の減少要因が上回ったことによります。 

  

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果費消した資金は762,643千円となり、前年同期に比べ318,360千円増加いたしました。これは主に、

持分法適用関連会社の株式取得により投資有価証券の取得による支出が86,690千円及び共同仕入により投資その他の

資産等の取得による支出が601,811千円あったことによります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、2,697,025千円となり、前年同期に比べ1,488,485千円増加いたしました。これは主

に、短期借入金の増加による収入2,728,000千円によるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当連結会計年度は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の金額は、実際仕入額によっております。 

  

(2) 受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当連結会計年度は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

２ 金額は販売価格で表示しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当連結会計年度は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

半導体製造装置事業 7,189,774 118.8

プローブカード事業 387,369 124.4

合計 7,577,143 119.1

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

半導体製造装置事業 6,719,439 85.6 609,208 66.5

プローブカード事業 436,336 150.1 11,384 64.5

合計 7,155,775 87.9 620,592 66.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

半導体製造装置事業 7,025,806 100.6

プローブカード事業 442,598 153.0

合計 7,468,405 102.7

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

QT Technology, Pte. Ltd. 582,726 8.0 1,391,400 18.6



３【対処すべき課題】 

  国内半導体デバイスメーカーの設備投資動向は、足元こそ調整局面にありますが、半導体デバイスのアプリ

ケーションの拡大により、中長期的には拡大していくものを予想されます。その一方で、半導体消費のトレンドが

薄型テレビなどの個人消費にシフトしていくことに伴い、これまで以上にライン立上げのスピードと、デバイス価

格下落のなかでも収益を確保できる収益性の高さが求められるようになっております。 

 当社グループといたしましては、このような環境のもとで、中古半導体製造装置の販売を核に、各種の技術サー

ビス、メンテナンスや保守サービス、そしてプローブカードをはじめとする消耗品にいたる半導体工場のコストダ

ウンに関連する様々なサービスの提供により、業績の向上に努めてまいります。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事業等のリスクに関する事項は、以下のようなものがあります。なお、将来に関して記載いたしました

事項については、当連結会計年度末においてリスク発生の可能性があるものと判断したものであります。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

でありますが、投資のリスクに関する投資判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も併せて慎重に行われる

必要があると考えております。 

  

(1）半導体市況及び半導体製造業界の需要動向による当社業績への影響について 

 当社は、中古半導体製造装置の売買を事業の中核とする半導体製造装置の専門商社であります。その需要先は、

国内及び海外の半導体メーカーであり、当社の業績は、これら企業の生産水準を左右する半導体市況等の影響や半

導体メーカーの設備投資の動向次第では、売上高、利益ともに影響を受ける可能性があります。また、平成13年９

月にＪＥＩＴＡ（社団法人電子情報技術産業協会）に半導体中古設備のWebサイトが公開されたことにより、同協

会に加盟している半導体メーカー間の直接取引が増加しております。今後の半導体メーカー間の直接取引の動向に

よっても当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  
(2）半導体製造装置の中古品市場について 

 半導体製造装置の中古品市場は、比較的新しい市場であります。従来、半導体メーカーが製造ラインの新設ある

いは増設する際には、新規装置の導入が一般的で中古装置の導入に慎重な姿勢をとっておりました。しかし、 近

においては、事業の促進のためには、投資コストの低減と製造設備の迅速な納品が不可欠であるため、半導体製造

装置を利用する企業において中古品導入が検討課題になっています。同様に、中古品となる装置の供給者も従来と

異なり多様化が進み、供給者と供給量の両面で増加の傾向を見せております。従来は、不要となった製造装置を販

売することなく、廃棄処分しておりましたが、中古装置需要の高まりと経済合理性、さらには環境問題への意識の

高まり等から半導体製造装置を利用する企業において中古装置としての売却・再利用が検討されています。 

 しかし、半導体の需給動向、技術革新、半導体製造装置の設備投資動向などが、半導体製造装置の中古品市場に

相当の影響をおよぼす可能性があります。また、中古装置市場においては、当該市場に関わる半導体（デバイス）

メーカー、装置メーカー、中古装置仲介業者、技術サポート・技術サービスを行うサードパーティー等の利害が複

雑に絡みあうため、各事業者の事業展開等の動向が当該市場に相当の影響をおよぼす可能性もあります。 

  
(3) 商品在庫保有リスクと商品の安定供給について 

半導体製造装置の仲介による販売の場合には必ずしも当社自身が商品（中古半導体製造装置）在庫を保有する必

要はありませんが、事業機会を増大させるため、自社で商品在庫を保有することも行っており、これらの商品在庫

が半導体市況の低迷や技術革新による陳腐化などの理由から販売出来なかった場合、商品在庫が滞留し、評価損を

計上するリスクがあります。在庫装置の評価損計上のルールとしては、取得後18ヶ月経過した段階で取得価額の

50％、24ヶ月経過した段階で更に取得価額の40％の評価損を計上いたします。当社では顧客動向と顧客ニーズを可

能なかぎり事前に把握することにより、顧客需要に対して的確、迅速に応える在庫を保有すると同時にリスクの少

ない適正商品在庫を保つことを基本方針としております。当社においては、商品（中古半導体製造装置）の確保と

適正在庫の維持が 重要事項であると認識し、適正在庫の水準を 大で20億円としております。 

平成19年３月31日現在の当社の在庫残高は、2,134,205千円（販売先が確定している在庫残高44,712千円を除

く）であり、また当連結会計年度において、38,733千円の在庫評価損を計上いたしました。当社の保有する商品在

庫が長期的に滞留し、在庫評価損を計上した場合、もしくは、装置供給側の事情によって、当社の商品確保が困難

となった場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 



(4)連結子会社の累積損失 

当社の連結子会社、株式会社エイペックス・アドバンスト・テクノロジーは、プローブカードの製造・販売を

行っています。同社は、平成16年9月設立ですが、平成18年4月期まで２期連続で営業損失を計上、また営業キャッ

シュ・フローも赤字となっております。同社は当連結会計年度から、19,050千円の当期純利益を計上するようにな

りましたが、平成19年３月31日現在で126,372千円の累積損失を抱えております。今後の事業環境の変化により、

同社が、継続的に黒字を計上できない場合は、減損会計の適用を受ける可能性もあり、その場合には、当社グルー

プの業績並びに財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5)為替リスク 

当社グループの海外売上高比率は、前連結会計年度では68.8％、当連結会計年度で58.6％と高水準となっており

ます。 

海外売上は輸出売上のみならず、海外仕入商品の海外現地売上の取引量も増加しているため、売上、仕入両取引

及びこれに伴う債権、債務の為替換算において為替変動リスクが生じ、連結財務諸表上の損益に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(6）「古物営業法」に関する規制について 

 当社が売買する半導体製造装置の中古品は、「古物営業法」（以下「同法」という。）に定められた「古物」に

該当するため、同法による規制を受けております。これらに違反した場合には、営業停止や許可の取消し、刑事罰

等の処分を受け、業績に影響が及ぶ可能性があります。同法及び関連法令による規制の要旨は、次のとおりであり

ます。 

①古物営業の許可 

 古物の売買又は交換を行う営業を営もうとする者は、営業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を

受けなければならない。〔同法第３条〕 

②確認義務 

 古物商が古物の買い受け等を行うときは、相手方の真偽を確認するため、原則として、その相手方の住所、氏

名、職業及び年齢の確認を行わなければならない。〔同法第15条〕 

③帳簿への記載 

 古物商は、取引年月日、古物の品目及び数量、古物の特徴、相手方の住所、氏名、職業、年齢などを帳簿等に

記載し、３年間営業所に備え付けておかなければならない。〔同法第16条、第18条第１項〕 

  

(7）「外国為替及び外国貿易法」に関する規制について 

当社グループの取り扱う半導体製造装置は、「輸出貿易管理令」で定める『武器』または『主要供給国間で合意

した軍事用途にも転用可能な高度技術汎用品』に指定される場合が多く、輸出に関しては装置の該当・非該当の

判断、用途の確認、需要者の確認など厳重に管理しております。しかしながら、見解の相違や事前に予期しな

かった事態の発生などにより何らかの法的責任を負うこととなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8）海外仕入・販売先国の法的規制について 

 前記(5)で記載のとおり、当社グループの海外売上高比率は、前連結会計年度では68.8％、当連結会計年度では

58.6％の高水準となっております。 

 今後のさらなる海外ネットワークの拡大に伴い、当社グループでは輸出規制関連法規の今後の動向と仕入・販売

先国の動向を随時、把握のうえ適切に対応していく方針でありますが、現地の法的規制の強化等により、当社グ

ループの海外売上高に影響を及ぼす可能性があります。 

 



(9）「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に関する規制について 

 当社グループは、経営戦略の一環として、仲介販売のほかに、先行的に在庫用商品を仕入れ、製造ラインを一括

購入するなど、取引先企業のニーズにタイミングよく販売することで事業拡大を図ることにも注力しております。

この場合、当該在庫装置等が半導体市場の変化や技術革新の進展により、滞留在庫を保有するリスクもあります。

 そのような場合、当社グループでは、基本的には、極力、有価物として販売すべく、利用可能な消耗部品類等は

リファービッシュ（中古品再生）のうえ有効活用いたしますが、有価物としての価値がなくなったユニットは、廃

棄処分せざるを得ない場合もあります。この場合には産業廃棄物として、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

に基づく適法な資格を有する産業廃棄物収集運搬業者等及び産業廃棄物処分業者に運搬又は処分を委託することに

なります。従って、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の規制を受けますので、当該専門業者との所定の記載

事項が含まれた委託契約等の所定の手続きを行う必要があります。 

  

(10）小規模組織であること 

 提出日現在における当社の役職員の数は、役員７名（取締役４名、監査役３名）及び従業員22名と小規模であ

り、内部管理体制もこの規模に応じたものとなっております。取締役４名とも当社から離脱することは想定してお

りませんが、万一何らかの理由により当社の経営から外れるような事態が生じた場合、当社の経営活動に支障が生

じ、当社の事業戦略、経営成績等に悪影響が及ぶ畏れがあります。 

 当社は、今後の事業拡大に応じて役員及び従業員に関して、人員の増強、組織の整備により経営管理体制の一層

の充実を図ってまいる方針でございますが、事業拡大に十分な組織的対応ができない場合、あるいは当社の重要な

人材が流失した場合などは、当社の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(11）代表取締役社長への依存について 

 当社は、会社設立以来事業規模に見合った少人数組織による事業経営を推進してまいりました。このために、基

幹事業の運営方針の策定、事業の推進、取引先企業との交渉、経営上の意思決定などにおいて当社の創業者である

代表取締役社長の水谷 智が重要な役割を果たしており、同氏に対する依存度は高いものであると考えられます。

 当社では、同氏に過度に依存しない経営体制を構築するために、他の役員や幹部社員への権限委譲等を進めてお

りますが、万一何らかの理由により同氏による当社事業の遂行が困難となった場合、当社の事業展開及び事業継続

や業績、財政状態等に重要な影響を与える可能性があります。 

  

(12）人材の確保及び育成について 

 当社グループの事業の背景となっている半導体並びに半導体製造装置の業界は、技術革新の進捗が も激しい分

野であります。このために、当社グループは事業拡大に応じて、中古半導体設備に対する査定力を中心とする専門

知識並びにグローバルな営業力を有する優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが経営上重要と考えており

ます。 

 しかしながら、当社グループの事業において必要とされる専門知識、技術を有する業界での人材の需要は極めて

高く、必要な人員の確保が計画どおり進まない、あるいは人員確保のため計画を大きく上回るコストが生じる可能

性があります。このような状況が生じた場合には、当社の事業展開及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。

  

(13）レバレッジド・リースによる損益の影響について 

 当社は、航空機リースを事業とする匿名組合（銘柄 Capricorn Aviation）について、住商リース株式会社との

間で平成12年11月21日付「匿名組合上の地位譲渡契約書」（出資額50,199千円、出資割合4.6％、契約期間７年

９ヶ月）を締結し、組合員の地位を譲り受けております。 

 



 匿名組合への出資金は、連結貸借対照表の投資有価証券に計上しており、出資に係る損益は、同組合が定める計

算期間及び当社按分相当額により当期に属する額を営業外損益項目の投資損益として処理しております。 

 出資金につきましては、元本を保証していないため、当社が損失を被る可能性があります。 

 なお、 近7年間の実績及び残存する期間損益及び発生する期間損益発生見込額は、以下のとおりであります。 

 予想値は契約締結時点の試算によっておりますが、予想どおりにならない可能性があります。 

  

  

    （単位：千円）

  科目 投資損益 

  平成13年４月期（実績） △38,153 

  平成14年４月期（実績） △29,807 

  平成15年４月期（実績） △19,099 

  平成16年４月期（実績） △10,523 

  平成17年４月期（実績） △3,703 

  平成18年４月期（実績） 1,768 

  平成19年３月期（実績） 6,043 

  平成20年３月期（予想） 95,935 



５【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年10月25日開催の取締役会において、日本エイム株式会社（以下「日本エイム」）との間で共同持

株会社を設立することについての基本合意書を締結し、同年11月20日に株式移転計画書を締結、同じく12月19日開催

の臨時株主総会において承認を得て、平成19年4月2日に株式移転により共同持株会社「ユナイテッド・テクノロ

ジー・ホールディングス株式会社」を設立いたしました。 

  

(1）株式移転の内容 

   当社および日本エイムは、株式移転により共同で持株会社「ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス

株式会社」を設立し、その完全子会社となります。 

(2）株式移転の日程 

平成18年10月25日  基本合意書締結 

平成18年11月20日  株式移転計画書の締結 

平成18年12月19日  株式移転による完全親会社設立承認臨時株主総会 

平成19年４月２日  株式移転期日・新会社設立・新会社設立登記日 

(3）株式移転による経営統合の目的 

当社は、半導体メーカーに対して、中古半導体製造装置の売買、仲介、リースを事業の柱に半導体製造装置

の立上げ、リファービッシュ(中古品再生)、移設及びメンテナンス等の技術サービスを提供しております。 

一方、日本エイムは半導体・FPD（フラット・パネル・ディスプレイ）メーカーに対して、製造ラインの立上

げ及び運営に関して高い専門性を有するエンジニアによる製造ラインの一括受託アウトソーシングサービス事

業を展開しております。 

 両社は、平成17年８月の業務提携にはじまり、同年10月の合弁会社ネクサス・テクノロジ株式会社の設立、

平成18年７月の資本提携と、企業間関係を深耕してまいりました。その過程において提携によるシナジー効果

を確認できたことに加えて、「半導体・FPDメーカーに対するコア・ベンダーとなる」という共通した目標を掲

げていること、また両社のサービスが互いに補完し合えるサービスであることを改めて認識することができま

した。よって、当社と日本エイムは、両社の企業価値 大化を実現するために、共同持株会社を設立し経営統

合を行うことが 善の選択であると判断いたしました。 

 (4)株式移転の条件等の詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等(1)連結財務諸表 注記事項

（重要な後発事象）に記載のとおりであります。 

  

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

なお、将来に関する事項につきましては、不確実性を有しており、将来生じる実際の結果と異なる可能性がありま

すので、記載されております事項に対する判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も合わせて慎重に行われ

る必要があると考えております。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており、

財政状態及び経営成績に関する以下の分析が行われております。 

当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、並びに報

告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営陣は、貸

倒債権、投資、法人税等、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っています。ま

た、過去の実績や状況に応じ、合理的だと考えられる様々な要因に基づき見積り及び判断を行い、その結果は、他の

方法では判断しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての判断の基礎となります。実際の結果

は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される重要な判断と見積りに大き

な影響を及ぼすと考えております。 

  a. 貸倒引当金 

当社グループは、債権の回収不能に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。債権の回収可能性について



疑義が生じた場合もしくは債権遅延等が発生した場合、引当金の追加計上又は貸倒損失が発生する可能性があり

ます。 

  b. 投資の減損 

当社グループは、事業内容の拡大のための子会社の設立もしくは資本参加等を行っております。子会社及び関係

会社の業績が悪化し、それらの会社の純資産額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行っ

ております。 

将来の市況悪化又は子会社、関連会社の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失又は簿価の回収不

能額を生じた場合、評価損の計上が必要となる場合があります。 

  c. 棚卸資産の減損 

当社グループでは、中古半導体製造装置の販売に際して自社所有の中古装置を在庫商品として保有しておりま

す。 

在庫商品の評価の前提条件は、保有期間によるものであります。すなわち、保有期間が18ヶ月を経過した時点で

取得価額の50％相当額を、24ヶ月経過した時点でさらに取得価額の40％相当額を減損損失として計上することとし

ております。 

将来の市況悪化又は技術革新により、在庫商品の保有期間が長期化した場合又は販売可能性を著しく低下させる

変化が見込まれた場合、減損損失の計上が必要になる場合があります。 

  

(2）経営成績 

 当社グループの事業構成は、半導体製造装置事業が中心であり、同事業の売上高、営業利益ともに事業全体の９

割超を占めております。 

当社グループの連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度に比べ、売上高が2.7％増加し7,468,405千円、営業

利益が34.7％増加し529,963千円、経常利益が8.1％増加し522,617千円、当期純利益が23.8%増加し307,014千円とな

り、決算期変更により11ヶ月の変則決算ながら、増収増益を達成することができました。 

各項目別の内容を示すと、以下のとおりであります。 

a. 売上高 

主力の半導体製造装置事業において、販売価格の高い８インチ装置並びに露光装置の売上が好調に推移いたし

ました。更に、プローブカード事業の売り上げも順調に拡大いたしました。以上により、連結全体の売上高は前

連結会計年度に比べ2.7％増加して7,468,405千円となりました。 

  b. 営業費用 

    売上原価につきましては、半導体製造装置事業は前年並みで推移いたしましたがプローブカード事業の売上げ

の拡大により原価の逓減が進んだことにより1.1%増加して6,455,961千円となりました。なお、売上高に占める売

上原価の割合は前連結会計年度に比べ1.4ポイント改善し13.3％となりました。 

    販売費及び一般管理費につきましては、会計方針の変更により役員賞与引当金繰入額15,950千円の計上はあり

ましたが、技術調査費の削減等により、前連結会計年度に比べ2.1%減少し461,402千円となりました。なお、売上

高に対する販売費及び一般管理費の割合は前連結会計年度に比べて0.3ポイント低下し6.2%となりました。 

c. 営業利益 

  以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ34.7％増加の529,963千円となり、売上高に対する営業利益の割

合は、前連結会計年度に比べ1.7ポイント改善し7.1％となりました。 

d. 営業外損益 

  営業外損益につきましては、海外売上高比率が当連結会計年度も58.6％と高水準で推移した結果、外貨建売上

高が増加、為替差益を45,626千円計上いたしましたが、前連結会計年度より為替差益が減少したことにより、営

業外収益は前連結会計年度に比べ33.1%減の71,374千円となりました。 

  営業外費用は支払利息の増加に加え、持分法適用関係会社との内部取引等により持分法投資損失が発生したこ

とにより、前連結会計年度に比べ376.3％増の78,721千円となりました。 

e. 経常利益 

  経常利益につきましては、営業利益の増加と、営業外損益に記載しました要因により、前連結会計年度に比べ

8.1％増加し522,617千円となり、売上高に対する経常利益の割合は、前連結会計年度に比べ0.3ポイント改善し

7.0％となりました。一方、総資本経常利益率（ROI）は総資産の増加により前連結会計年度に比べ3.4ポイント低

下の5.3％となっております。 

f. 当期純利益 

  当期純利益につきましては、プローブカード事業を行う㈱エイペックス・アドバンスト・テクノロジーの黒字

化により、前連結会計年度に比べ23.8％増加し307,014千円となり、売上高に対する当期純利益の割合は、前連結

会計年度に比べ0.7ポイント改善し4.1％となりました。また、総資本当期純利益率（ROA)は前連結会計年度に比



べ0.7ポイント低下の3.8％となり、自己資本利益率（ROE)は0.1％ポイント改善し7.5％となっております。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因 

  当社グループは、売上のほぼ100％が半導体分野で占められており、半導体市況が変動した場合には業績に影響

を及ぼす可能性があります。また、主要取扱製品である中古半導体製造装置は供給体制が不安定であり、更に製

造技術の革新により装置が陳腐化する可能性もあり、中古装置の供給量の不足や装置の陳腐化が当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

国内中古半導体製造装置市場は、2000年代に入り、半導体デバイスメーカーのコスト意識の高まりと市場環

境の整備により拡大を遂げております。 

半導体デバイスのアプリケーションがPCやサーバーなどの法人需要から、携帯電話、デジタルカメラ、薄型テ

レビそしてMP３プレーヤーなどの個人消費関連に広がってきております。個人消費に支えられた製品の特徴と

して、台数は急拡大しますが販売価格はすぐにピークアウトしてしまうため、半導体デバイスにも大量生産、

急速立上げと低価格がこれまで以上に求められるようになり、中古装置を活用した低価格かつスピーディーな

製造ラインの立上げが企業の生き残りのために不可欠なものとなっております。 

こうした環境のなかで、顧客のコストダウンを支えるイコールパートナーとして信頼を得るとともに、半導体

関連マーケットの一員として、マーケットの成長を支えていくために、当社グループでは、 大の強みである

装置の査定力に加え、在庫力と技術力の更なる強化を図り独自の高付加価値サービスを提供してまいります。 

また、今期よりユナイテッド・テクノロジー・ホールディングスグループの装置事業を担う一員として、グ

ループ会社との連携を強めてまいります。 

1) 在庫力の更なる強化と独自のサービスの提供 

中古装置のメリットの一つである「即納」に対応するためには、在庫力の更なる強化は不可欠です。在庫の

強化のためには、査定力はもちろんのこと、情報力と資金力が求められます。当社では次の取り組みにより在

庫力の更なる強化を図ってまいります。 

・国内及び韓国の営業ネットワークを利用した半導体デバイスメーカーからの直接買い取りに加え、アメリカ

をはじめとする海外ネットワークの強化により情報力を高めてまいります。 

・当社の財務力を生かした在庫の買取りとともに、提携先であるBBEM(Babcok & Brown Electronics 

Management)との共同在庫の保有や、リース会社との提携の強化により、リース装置の共同販売などを実施

し、資金の効率的な活用を図りながら仕入ルートの多様化を図ってまいります。 

・エイペックステックセンターのクリーンルームを利用した在庫の保管を行ってまいります。立上げ及び電源

投入可能な状態で保管することにより、中古装置の信頼性を高めるとともに、より短期間での稼動を可能と

いたします。 

 2) 技術力の強化 

総合的なコストダウンソリューションの提供のためには、中古装置の提供とともに、リファビッシュや装置

の立上げ保証などの技術サービスが重要になってまいります。当社では2001年以降技術力の強化にいち早く着

手し、現在国内外で100名以上のエンジニアとのネットワークのもと、エイペックステックセンターのクリーン

ルーム内で装置のリファービッシュに取り組んでおり、リファービッシュ、立上げ保証装置の機種を拡大させ

てまいります。 

  ・韓国のエンジニアリング会社NST, Inc. との提携のもとで重点課題である露光装置のリファブ及び立上

げに係るサービスを提供しております。  

  ・８インチ装置の立上げ保証サービスの対応機種を拡大し、顧客ニーズへの対応を進めております。その

ため国内はもとより韓国やシンガポールなど海外のエンジニアリング会社との提携関係を深め、対応機

種を広げてまいります。 

3) ビジネスフィールドの拡大 

   半導体関連市場は非常に幅広く、独自の商品・サービスの提供により更なるコストダウンソリューショ

ンの提供により新たな価値の創造が可能です。当社グループでは以下の分野で事業を拡大すべく業務提携

やM&Aなどを活用した事業戦略を推進してまいります。 

・プローブカード分野では独自のMEMSプローブカードの開発を進めるとともに、特殊な材料を使用したプ
ローブピンの加工・販売などを行ってまいります。 

・装置ユニットの修理やメンテナンス、更には中古装置の延命化のための改良などのサービスを実施してま

いります。 

・定期メンテナンスをはじめとするサービスビジネスを強化してまいります。特に、旧式の機種のサポート



などの分野で当社の強みを生かしたサービスを実施してまいります。 

  

(5）当連結会計年度の財政状態の分析 

 当社グループの当連結会計年度末の財政状態は、総資産が前連結会計年度末に比べ3,588,433千円の増加し、

9,937,311千円となりました。また、負債総額は前連結会計年度末に比べ3,326,811千円増加し5,710,341千円とな

り、純資産は前連結会計年度末に比べ239,772千円増加し4,226,969千円となりました。 

各項目別の内容を示すと、以下のとおりであります。 

a.資産 

流動資産につきましては、主として受取手形及び売掛金が前連結会計年度に比べ751,755千円増加したことに加

え、戦略在庫の積み増しによりたな卸資産が1,242,531千円増加したことにより、前連結会計年度末に比べ

2,975,314千円増加の8,193,351千円となりました。また、流動比率は前連結会計年度に比べ82.7ポイント低下

145.9％となりました。 

固定資産につきましては、無形固定資産が業務管理システムの構築により前連結会計年度に比べ24,645千円増加

の25,545千円となったほか、BBEMとの半導体製造装置の共同仕入により投資その他の資産が前連結会計年度に比べ

585,009千円増加の740,616千円となったことを主因に、前連結会計年度に比べ613,118千円増加の1,743,960千円と

なりました。 

総資産回転率については、前述のような戦略在庫の積み増し等により前連結会計年度に比べ0.4ポイント低下し、

0.75となりました。 

  b.負債 

流動負債につきましては、主に買掛金及び短期借入金の増加により、前連結会計年度末に比べ3,332,944千円増加

し5,615,953千円となりました。 

固定負債に関しては著しい変動はなかったことから、負債総額は前連結会計年度末に比べ3,326,811千円増加の

5,710,341千円となりました。 

  c.純資産 

ストック・オプションの行使による新株発行により資本金及び資本剰余金がそれぞれ6,100千円増加し、

1,513,409千円、1,676,026千円となりました。 

利益剰余金につきまして、自社株消却、配当などがあった一方、当期純利益の計上による利益剰余金の増加によ

り純資産は前連結会計年度末に比べ261,622千円増加し、4,226,969千円となりました。 

自己資本比率は前連結会計年度末に比べ20ポイント低下し42.5％となりました。 

  

(6) 資本の財源及び流動性についての分析 

  当社グループでは、営業活動の収益性を高めるとともに、 適なキャッシュマネジメントにより金融収支の改善

を図るなどトータルの収益性の確保に努めております。 

  なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「第１部 企業情報 第２ 事業の概況 １ 

業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載したとおりであります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当社グループでは、主力の半導体製造装置事業において顧客の利便性向上及び装置の品質向上を目的とした投資に重点をおい

ております。 

 当連結会計年度の設備投資の総額は、88,954千円であり、その主なものは次のとおりであります。 

半導体製造装置事業では、半導体製造装置の保管のための空調倉庫の増床工事に13,306千円、リファブ用の工具・治具に8,860千

円の設備投資を実施いたしました。 

 プローブカード事業では、生産性並びに信頼性の向上のための設備、工具、治具の購入に20,236千円の設備投資を実施いたし

ました。 

 更には、販売・在庫管理のための社内情報システムの開発に26,734千円の設備投資を実施いたしました。 

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の売却、除却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 （注）１ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記のその他は、工具器具及び備品です。 

４ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 

      平成19年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地 その他 合計 

本社 
(東京都渋谷区) 

半導体製造装
置事業 

機器仲介 
売買設備 

― ― ― 43 43 ５

㈱エイペック
ス・アドバンス
ト・テクノロジ
ー 
(東京都府中市) 

プローブカー
ド事業 

プローブカ
ード検査機
他 

― 38,202 ― ― 38,202 ―

本社 
(東京都渋谷区) 

本社統括管理
業務 

本社統括 
管理設備 

769 ― ― 2,338 3,107 ５

京都テック 
センター 
(京都府亀岡市) 

半導体製造装
置事業 

テック 
サービス 
設備 

97,691 27 ― ― 97,718 ―

エイペックステ
ックセンター 
(京都府亀岡市) 

半導体製造装
置事業 

テック 
サービス 
設備 

398,458 ―
346,290
(3,210㎡)

10,435 408,923 ９

合計 496,918 38,229
346,290
(3,210㎡)

12,773 547,993 19

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 設備の種類
年間賃借料 
(千円) 

京都テックセンター 
(京都府亀岡市) 

半導体製造装置 
事業 

テックサービス
設備 

土地
(1,863㎡) 

6,854



(2) 国内子会社 

 （注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のその他は、工具器具及び備品です。 

  

(3) 在外子会社 

 （注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のその他は、工具器具及び備品です。 

  

 

        平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

その他 合計 

㈱エイペック
ス・アドバン
スト・テクノ
ロジー 

本店 
(東京都府
中市) 

プローブカ
ード事業 

機器仲介 
売買設備 

5,372 9,070 2,297 16,741 26

合計 5,372 9,070 2,297 16,741 26

        平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の内
容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計 

Apex 
Semiconductor, 
Inc． 

本店 
(韓国 
ソウル市) 

半導体製
造装置事
業 

機器仲介 
売買設備 

33,766 505
12,583

(89.9㎡) 
122 46,977 1

合計 33,766 505 12,583 122 46,977 1



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

(提出会社) 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の内容 
投資予定額(千円)

資金調達
方法 

着手年月
完了予定
年月 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額

エイペックステッ
クセンター 
(京都府亀岡市) 

半導体製造
装置事業 

パーツ洗浄
装置ライン 

15,000 12,314
自己資金
及び借入
金 

平成18年
11月 

平成19年 
６月 

月産処理
能力300個 

テックサー
ビス設備 

45,000 ―
自己資金
及び借入
金 

平成19年
10月 

平成20年 
３月 

― 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注) １ 発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 当社株式は、株式移転に伴い平成19年３月27日付で名古屋証券取引所「セントレックス」市場への上場を廃止しており

ます。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権(平成15年11月14日臨時株主総会決議) 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 141,400

計 141,400

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,327 44,327 ― ― 

計 44,327 44,327 ― ― 

  
近事業年度末現在

(平成19年３月31日現在) 
提出日の前月末現在 

(平成19年５月31日現在) 

新株予約権の数（個） 352    ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―    ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,056    ― 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 33,334    ― 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月15日から
平成25年11月14日まで 

― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  33,334
資本組入額 16,667 

   ― 

新株予約権の行使の条件 (注)３ ― 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び担保権の設定
の禁止 

― 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ ― 



 （注) １ 当社が新株予約権発行日(以下、「発行日」という。)後に株式の分割又は株式の併合を行う場合、新株予約権の目的と

なる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとします。但し、かかる調整は本件新株予約

権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

なお、平成16年６月21日開催の取締役会決議により、平成16年９月21日付で株式分割（１株を３株に分割）をおこなっ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の株」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の発

行価額及び資本組入額」が調整されております。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、新株予約権が継承される場合、当社が他社と株式交換を行い完

全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は目的となる株式の数を調整することが

できます。 

２ 発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権及び商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)施行

前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使により新株式を発行する場合を除く。)又は自己株式の処

分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ます。なお、時価を下回る価額で自己株式の処分が行われる場合、次の調整式において既発行株式数から処分する自己

株式数を控除します。 

また、発行日後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、当社が他と株式交換を

行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整することができ

ます。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の発行時において当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあり、新株予約権の割当を

受けた者は、権利行使時において、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要します。

但し、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員が任期満了による退任又は定年による退職により当社又は当

社の子会社における当該地位を失った場合はこの限りではありません。また、その他正当な理由のある場合には、新株

予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会の承認を得た場合も同様とします。 

(2) 新株予約権の発行時において当社の業務提携先企業（以下、「同社」という）の代表取締役又は当社への同社出向社

員の立場にあり、新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当該業務提携先企業の取締役又は当社への同

社出向社員の立場にあることを要します。但し、当社への同社出向社員が当社に入社し、当社従業員の地位を得た場合

はこの限りではありません。また、その他正当な理由のある場合には、新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締

役会の承認を得た場合も同様とします。 

(3) 割当を受けた者の相続人による本件新株予約権の行使は認めないものとします。 

(4) その他権利行使の条件については、株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによるものとします。 

    ４ 株式移転による完全親会社の新株予約権の交付 

当社の新株予約権は平成19年４月２日の株式移転効力発生日をもって消滅し、当該新株予約権者に対して同日付けでこ

れに代わる完全親会社の新株予約権を交付しております。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

 

        
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行(処分)前の時価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注) １ 第三者割当 

割当先 

水谷 智、辺見匡文、中川晃次、ジャフコ・ジー８(エー)号投資事業組合、ジャフコ・ジー８(ビー)号投資事業組合、

ジャフコ・エル弐号投資事業有限責任組合、ジャフコ・ジーシー１号投資事業組合、住銀インベストメント７号投資事

業有限責任組合、SMBCキャピタル株式会社、東京海上火災保険株式会社、DSC-３号投資事業組合、南文雅貴、水谷英

雄、西村正則、宮崎彰秀、山口仙祐 

発行価格  400,000円 

資本組入額 200,000円 

２ 株式分割（１株を４株）によるものであります。 

３ 有償一般募集（ブックビルディング方式）によるものであります。 

発行価格   520,000円 

引受価格   478,000円 

発行価額   340,000円 

資本組入額  170,000円 

払込金総額  717,600千円 

４ 株式分割（１株を３株）によるものであります。 

５ 第三者割当 

割当先 

テイボンアソシエイツ株式会社 

発行価格  105,000円 

資本組入額  52,500円 

６ 新株予約権の行使による増加であります。 

７ 新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

８ 新株予約権の行使による増加であります。 

９ 自己株式の消却による減少であります。 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年10月31日 
(注)１ 

750 1,670 150,000 196,000 150,000 150,000

平成15年11月13日 
(注)２ 

5,010 6,680 ― 196,000 ― 150,000

平成16年６月１日 
(注)３ 

1,500 8,180 255,000 451,000 462,600 612,600

平成16年９月21日 
(注)４ 

16,360 24,540 ― 451,000 ― 612,600

平成17年３月30日 
(注)５ 

6,667 31,207 350,017 801,017 350,017 962,617

平成16年８月１日～ 
平成17年４月30日 

(注)６ 
2,837.68 34,044.68 204,992 1,006,009 205,007 1,167,625

平成17年５月１日～ 
平成18年４月30日 

（注）７ 
9,922.09 43,966.77 501,299 1,507,309 502,301 1,669,926

平成18年５月１日～ 
平成19年３月31日 

（注）８ 
366 44,332.77 6,100 1,513,409 6,100 1,676,026

平成19年３月20日 
（注）９ 

△5.77 44,327 ― 1,513,409 ― 1,676,026



(5）【所有者別状況】 

 （注）上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が60株含まれております。 

  

(6）【大株主の状況】 

  

 

  平成19年３月31日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ２ ６ 23 ８ ２ 1,688 1,729 ― 

所有株式数 
(株) 

― 304 381 9,537 2,171 63 31,871 44,327 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.69 0.86 21.52 4.90 0.14 71.90 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

水谷 智 東京都世田谷区 11,856 26.78

テイボンアソシエイツ株式会社 東京都港区北青山３丁目６番16号 6,667 15.06

日本エイム株式会社 東京都港区港南２丁目16番４号 1,911 4.31

安野 清 埼玉県上尾市 1,454 3.28

周 泰鳳 東京都目黒区 1,371 3.09

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社） 

  
（東京都六本木６丁目10番１号） 

1,111 2.50

佐藤 幸一 東京都港区 1,039 2.34

中川 晃次 京都府亀岡市 735 1.66

辺見 匡文 神奈川県川崎市多摩区 735 1.66

株式会社トライ・ファイブ 東京都渋谷区恵比寿１丁目20番26号 680 1.53

計 ― 27,559 62.17



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が60株（議決権60個）あります。 

  

②【自己株式等】 

     該当事項はありません。 

 

    平成19年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 44,327 44,327
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 44,327 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,327 ― 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社の新株予約権（ストックオプション）は平成19年４月２日の株式移転効力発生日をもって消滅し、当該新株予約権者に

対して同日付けでこれに代わる完全親会社の新株予約権を交付しております。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 5.77 841,130 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 ― － ― － 



３【配当政策】 

 当社は、事業基盤の強化・拡充と業績の拡大に必要な内部留保の充実に努めるとともに、株主の皆様に対しては、継続配当の

実施を基本に、１株当たり当期純利益に対する配当性向10％以上を目処とする業績連動の配当を行うことを基本方針としており

ます。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であり、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余

金の配当等を行うことができる」旨定款に定めております。 

 当事業年度の利益配当につきましては、上記方針に基づき、期末配当として１株につき1,100円の配当を実施することを決定い

たしました。この結果、当期の配当性向は18.4％となりました。 

 内部留保資金につきましては、将来の事業拡大に向けた在庫投資や技術力の強化のための資本提携及び企業買収のために活用

するとともに、将来の配当原資としても備えてまいります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

    

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、名古屋証券取引所「セントレックス」市場における株価を記載しております。 

なお、当社株式は平成16年６月１日付で名古屋証券取引所「セントレックス」市場に上場しておりますので、それ以前

の株価については該当事項はありません。 

２ 第７期は、決算期変更により平成18年５月１日から平成19年３月31日までの11ヶ月間となっております。 

３ 当社株式は、平成19年３月27日付で、名古屋証券取引所「セントレックス」市場への上場を廃止しておりますので、そ

れ以降の株価については該当事項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、名古屋証券取引所「セントレックス」市場における株価を記載しております。 

２ 当社株式は、平成19年３月27日付で、名古屋証券取引所「セントレックス」市場への上場を廃止しておりますので、そ

れ以降の株価については該当事項はありません。 

  

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月15日 

取締役会決議 
48 1,100 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年３月

最高(円) ― ― ― 1,530,000 279,000 236,000

最低(円) ― ― ― 91,000 127,000 153,000

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 206,000 202,000 186,000 174,000 186,000 188,000

最低(円) 180,000 159,000 153,000 154,000 160,000 171,000



５【役員の状況】 

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

代表取締役 
社長 

  水 谷   智 昭和35年12月11日

昭和58年４月 コンピュータサービス㈱(現CSK㈱)

入社 

(注)３ ―

昭和59年７月 ㈱キャニオントレーディング設

立・同社代表取締役 

昭和61年10月 日本コムディスコ㈱入社(大阪支社

長) 

平成７年９月 同社代表取締役 

平成８年４月 コムディスコジャパン代表 

平成９年９月 ㈱コミットイクイップメントマネ

ジメントサービス副社長 

平成12年５月 当社設立・代表取締役社長就任(現

任) 

平成13年５月 Apex Semiconductor, Inc.取締役

就任(現任) 

平成16年９月 ㈱エイペックス・アドバンスト・

テクノロジー取締役就任 

平成17年10月 ネクサス・テクノロジ㈱取締役就

任 

平成18年６月 テイボンアソシエイツ㈱取締役就

任（現任） 

平成19年４月 ユナイテッド・テクノロジー・ホ

ールディングス株式会社代表取締

役就任（現任） 

常務取締役 

  

  

  

  

  

中 川 晃 次 昭和37年１月11日

昭和59年４月 ㈱川島織物入社 

(注)３ ―

昭和59年11月 ローム㈱入社 

平成12年２月 ㈱コミットイクイップメントマネ

ジメントサービス入社 

平成12年５月 当社設立・取締役就任 

西日本営業本部長 

平成13年５月 Apex Semiconductor, Inc.取締役

就任(現任) 

平成15年７月 当社技術本部長就任 

平成18年５月 当社西日本営業本部長 

平成18年５月 ㈱ＮＳＴジャパン代表取締役（現

任） 

平成19年４月 当社常務取締役就任（現任） 

平成19年４月 ユナイテッド・テクノロジー・ホ

ールディングス株式会社取締役就

任（現任） 

取締役   辺 見 匡 文 昭和37年６月28日

昭和61年４月 ㈱ケージーケイ入社 

(注)３ ―

平成３年７月 大倉商事㈱入社 

平成８年１月 日本パラメトリックテクノロジー

㈱入社 

平成９年２月 ㈱コミットイクイップメントマネ

ジメントサービス入社 

平成12年５月 当社設立・取締役就任(現任) 

東日本営業本部長 

平成13年５月 Apex Semiconductor, Inc.監査役

就任 

平成15年７月 当社営業本部長就任 

平成16年９月 ㈱エイペックス・アドバンスト・

テクノロジー取締役就任 

平成18年５月 当社東日本営業本部長 

平成19年４月 ユナイテッド・テクノロジー・ホ

ールディングス株式会社取締役就

任（現任） 



  

（注）１ 監査役 浜渕義寿、小野通範、小野堅一は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 株式移転により本報報告書提出日現在、役員の所有する株式はありません。 

３ 平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４ 平成17年７月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５ 小野堅一氏は、平成17年７月28日開催の定時株主総会で選任された木内一秀氏の補欠として平成19年５月15日開催の臨時

株主総会にて選任されております。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
経営管理 
本部長 

山 川 昌 則 昭和37年５月23日

昭和62年４月 三井農林㈱入社 

(注)３ ―

平成３年６月 ㈱エイ・アイ・エイ（現ジー・ア

イアール・コーポレーション㈱）

入社 

平成13年８月 ㈱プライム・システム（現サンラ

イズ・テクノロジー㈱）入社 

平成16年５月 当社入社・社長室次長 

平成17年１月 当社経営管理本部長（現任） 

平成17年８月 ㈱エイペックス・アドバンスト・

テクノロジー取締役 

平成17年８月 当社執行役員 

平成17年10月 ネクサス・テクノロジ㈱監査役 

平成18年７月 当社取締役就任（現任） 

平成18年11月 ㈱セミコンダクタツールジャパン

取締役就任（現任） 

平成19年３月 Apex Semiconductor,Inc.監査役就

任（現任） 

平成19年４月 ユナイテッド・テクノロジー・ホ

ールディングス株式会社取締役就

任（現任） 

監査役 
(常勤) 

  浜 渕 義 寿 昭和18年７月18日

昭和42年４月 三井生命保険相互会社入社 

(注)４ ―

昭和61年３月 同社国際部ニューヨーク駐在員事

務所長 

平成２年３月 同社国際業務部副部長(国際不動産

担当) 

平成６年４月 同社検査部資産運用検査室検査役 

平成７年10月 同社企画部副部長 

平成11年４月 ㈱サンセイ長寿社会研究所主席研

究員 

平成15年９月 当社監査役就任(現任) 

監査役   小 野 通 範 昭和31年12月10日

昭和56年11月 ㈱ニコン入社 

(注)４ ―

昭和60年５月 Nikon USA INC.出向(Product 

Manager) 

平成元年12月 ㈱日本コムディスコ入社 

平成６年４月 ㈱スカイライン・ジャパン設立・

取締役就任 

平成７年12月 ㈲パシフィック・ベンチャー・ジ

ャパン設立 

平成14年10月 同社代表取締役就任 

当社監査役就任(現任) 

監査役   小 野 堅 一 昭和19年1月2日 

昭和44年４月 日本電信電話公社（現日本電信電

話㈱）入社 

(注)５ ―
平成５年３月 ㈱アフティへ出向 

平成８年４月 同社入社 

平成16年３月 同社退社 

平成19年５月 当社監査役就任（現任） 

計 ―



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は次のとおりです。 

   a.当社のコーポレート・ガバンスの目的 

    当社は、創業の精神を生かしながら、中古半導体製造装置の売買をコアビジネスとし、総合コストダウンのコ

ンサルタント会社として、顧客の利益拡大に貢献することを経営理念とし、企業価値の最大化と株主・投資家、

顧客等ステークホルダーの方々から評価され、永続的な発展を続けることを目指し、経営活動に対する透明性の

向上、監視・チェック機能強化と有効性の確保及びコンプライアンスの徹底を図ることを目的として、コーポ

レート・ガバナンスの充実に努めております。 

   b.当社にとってのステークホルダーの位置付け 

    当社は、主に半導体メーカーやエンジニアリング企業を中心とする顧客に対しては、当社事業を通じて利益の

拡大機会を提供し、株主・投資家に対しては、タイムリーな情報開示と適切な利益還元を図ります。また、従業

員に対しては、従業員が、その個性を最大限に発揮して事業の発展に貢献できるよう、自由闊達で創造性あふれ

る企業風土の醸成に努めております。 

    これら当社のステークホルダーへの対応が十分機能するよう、当社は監査役を設置し、常時、経営の監視機能

が働くよう、努めております。 

   c.取締役の任務 

    当社は、平成17年７月に開催した第５期定時株主総会において、定款を変更し、取締役の任期を１年に短縮い

たしました。また、取締役の報酬制度を、平成18年度より利益計画に対する達成度をベースにした業績連動型に

移行することとし、株主から付託された経営に対し、当社事業目的の達成に向け、緊張感をもって当たるべく、

努めております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。本有価証券報告書提出日現在、役員の構成は取締役４名、監査役３

名となっております。また、監査役は全員が社外監査役であります。 

  

 会社の機関と内部統制のシステムの関係を示すと、以下のとおりであります。 

 

 



② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当事業年度におきましては、20回の取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決

定するとともに、業務執行状況を監督しております。 

 なお、当社では日常的な業務を遂行する上で必要な権限は、各本部長に委譲を進めている一方、法令及び定

款に定められた事項のほか、経営方針・政策及び業務執行に関わる重要事項については、毎月開催される経営

戦略会議（代表取締役及び本部長により構成）において、活発な議論を経て意思決定を行っております。 

 また、当社国内連結子会社につきましては、会社法の趣旨にのっとり、平成18年６月より、取締役のみを残

す機関設計に変更し、グループ経営意思決定の迅速化、グループ経営資源の有効活用並びに業務執行の効率化

を図ることといたしました。 

 常勤監査役による取締役の職務執行状況把握は本社内にとどまらず、その政策が各本部及び連結子会社にお

いてどのように具現化しているかも含め、内部監査担当との連携を保って監査を実施しております。非常勤監

査役も含めた監査役会は毎月開催されており、経営数値の分析、取締役会議事録、稟議決裁状況の精査及び契

約書等重要書類の監査、必要に応じて担当役員からの聴取がなされています。更に監査役会では、毎月代表取

締役との意見交換会を実施しております。 

 当社はISO9001：2000の認証を全事業所で取得しており、顧客満足を重視した業務の執行状況について、社内

のマネジメント管理室による監視を行うとともに、顧客満足の維持・向上に努めており、外部機関による定期

審査も継続して受けております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

  内部監査につきましては、社長直轄の独立した組織として内部監査室を設置し、専任者を１名配置しており

ます。 

内部監査は、内部統制の整備及び運用状況について、その有効性・効率性の評価を含め、法令及び社内規程

に基づき適切に業務執行が行われていることを継続的に監視することを目的としており、毎年、年度当初に立

案し社長の承認を得て決定される年間計画に基づく定期審査では、子会社の業務執行状況の調査を含め、継続

的に監視すべきテーマについて組織・制度監査、業務監査並びに会計監査を実施しております。また、必要と

認められたテーマが生じた場合には、社長の指示により特別監査が実施されることとなっております。 

監査の結果につきましては、社長に報告の上、必要に応じて、改善・是正措置が執行されることとなってお

り、改善状況については、必要に応じて事後確認のための監査を実施することとしております。 

  監査役監査については、監査役会において決定された監査の方針、業務の分担等に従い監査計画を策定し、

監査を実施しております。 

  監査の実施に当たっては、取締役会その他重要な会議に出席する他、取締役からその職務の執行状況を聴取

し、重要な決裁書類の閲覧を行い、本店及び主要な営業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じ

て子会社等から営業の報告を受けることとしております。 

  また、内部監査室との緊密な連携により内部監査の実施状況について報告を受けるとともに、毎月開催され

る監査役会では、各監査役の監査の状況について協議を行い、必要と認められた場合には、取締役に対し提

言、助言、勧告を行うこととしております。 

④ 会計監査の状況 

  業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

  新日本監査法人 

   指定社員  業務執行社員   松本正一郎 （継続監査年数 １年） 

   指定社員  業務執行社員   志村さやか （継続監査年数 ７年） 

   監査補助者の構成    

公認会計士    10名 

    会計士補     10名 

 



⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

  該当事項はありません。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

   平成18年度より、リスク検討会を開催し、今後の事業の多角化、国際化等に伴う、経営リスクの予知体制の

整備を進めております。更に、平成19年度より、日本版SOX法への本格的な対応をスタートし、財務報告の信

頼性の確保に努めております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

 定款または株主総会決議に基づく報酬 

  （注）報酬支給額は株主総会の決議による報酬額の範囲内であります。なお、報酬限度額の内容は以下のとおりでありま

す。 

      平成18年７月27日開催 第６期定時株主総会決議 

      取締役   150,000千円 

      平成17年７月28日開催 第５期定時株主総会 

      監査役   20,000千円 

  

(4) 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項の規定する業務に基づく監査証明に係わる報酬 16,000千円 

  

(5) 剰余金の配当等の決定機関 

   当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的としたものであります。 

  

(6)責任限定契約の内容の概要 

   当社と取締役及び監査役は、会社法第426条第１項の規定に基づき、同法第423第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

なお、当該責任限度が認められるのは、当該取締役又は監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意

かつ重大な過失がないときに限られます。 

   また、当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額と

しております。なお、当該責任限度が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

  

(7) コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 ① 会社情報の開示 

   業績や重要事項につきましては、四半期業績の概要を詳細な財務諸表を添付して公表するとともに、適時開

示情報の公開により、タイムリーなディスクロージャーに努めております。 

   また、本決算並びに中間決算発表後に、アナリスト・機関投資家向けに会社説明会を実施するとともに、名

古屋証券取引所「セントレックス」市場への株式上場以降は毎年７月に名古屋市で開催される「名証IRエキス

ポ」に出展し、代表取締役より直接一般投資家に当社事業内容や経営戦略などの説明を行ってまいりました。

 ② 内部統制システム構築の基本方針 

当社は、平成18年５月19日開催の取締役会において、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、会社法第362条

第４項第６号及び会社法施行規則第100条に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備

について下記のとおり定めました。 

     

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当会社の社是、経営理念をベースにした「エイペックス企業行動規範」を制定し、代表取締役社長が繰り

返しその精神を役職員に伝えることにより、法令および社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹

  取締役 ５名 66,356,884円（うち、社外取締役 ― 円） 

  監査役 ３名 5,046,827円（うち、社外監査役 5,046,827 円） 



底する。 

(2) コンプライアンス担当部署およびそれを所管するコンプライアンス担当取締役を任命し、全社横断的なコ

ンプライアンス体制の整備および問題点の把握に努める。コンプライアンス担当取締役は必要に応じて、

関係者（弁護士・会計士・税理士・経営コンサルタント等社外者を含む）を招集し、コンプライアンス上

の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報告する。各業務担当取締役および本部・室長は、各業務

部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対策を具体化する。 

(3) 各部署長および取締役ならびに監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに、コンプ

ライアンス担当部署に報告する体制を構築する。報告を受けたコンプライアンス担当部署は、その内容を

調査し、再発防止策を担当部門と協議の上、決定し、全社的に再発防止策を実施する。 

(4) 職員の法令・定款違反行為については、コンプライアンス担当部署から人事担当部署に処分を求め、役員

の法令・定款違反については、コンプライアンス担当部署が取締役会に具体的な処分を答申する。 

  

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理につき全社的に統括する責任者を取締役

の中から任命し、その者が作成する文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録

し、保存する。取締役および監査役は文書管理規程により、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。文

書管理規程については監査役会の承認を得るものとする。 

  

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は経営管理担当部署が行うものとする。コンプライアンス、

輸出管理、品質、情報セキュリティ、環境および災害等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、

規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うことを原則とし、必要に応じて経

営管理担当部署が、それを支援する。新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに対応責任者

となる取締役を定める。 

  

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。 

（1）社内規程にもとづく職務権限・意思決定ルールの策定。 

（2）取締役・執行役員を構成員とする「経営戦略会議」の開催 

（3）仕入・販売・在庫を一元的に管理する「業務管理システム」を導入し、営業活動を効率的に行うととも

に、在庫リスクの逓減を図る。 

（4）経営戦略会議および取締役会による月次業績（グループ関係会社を含む）のレビューと改善策の実施。 

（5）ISO-9001品質マネジメントシステムを踏まえた業務のＰＤＣＡ管理。 

  

５．当会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（1）当会社およびグループ各社における内部統制の構築を目指し、当会社にグループ各社全体の内部統制に関

する担当部署を設けるとともに、関係会社管理規程に基づき、当会社およびグループ各社間での内部統

制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制を構築する。構築に際し

ては、各グループ会社の自主性を尊重しながら、適正かつ効率的な体制となることをめざす。 

（2）当会社取締役、本部・室長およびグループ各社の代表取締役は、各部門の業務執行の適正を確保する内部

統制の確立と運用の権限と責任を有する。 

（3）当会社の内部監査担当部署は、当会社およびグループ各社の内部監査を実施し、その結果を（1）の担当

部署および（2）の責任者に報告し、（1）の担当部署は必要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施

の支援・助言を行う。 

  

    ６．監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその

使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役は、経営管理担当部署所属の職員に監査業務に必要な事項を要請することができるものとし、監査役

より監査業務に必要な要請を受けた職員は、その要請に関して、監査役の指示に基づき対応するものとする。 

 内部監査担当部署は、社長の命による内部監査のほか、監査役会との協議により監査役の要望した事項の内

部監査を実施し、その結果を社長に報告した後に、監査役会に報告する。 

 また、監査役会に対して、独自に必要に応じて専門の弁護士、会計士等から監査業務に関する助言を受ける

機会を保障するものとする。 



  

７．取締役および使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当会社およびグループ各社に重大な影響を

及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスに関する通報状況およびその内容をすみやかに報告する

体制を整備する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議に

より決定する方法による。また、常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状

況を把握するため、経営戦略会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する

重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取締役および使用人にその説明を求めることができる。 

  

８．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会と代表取締役社長、監査法人との間の定期的な意見交換会を設定する。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成18年５月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3）当社は、平成18年12月19日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を４月30日から３月31日

に変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度及び当事業年度は、平成18年５月１日から平成19年３月31日までの

11ヶ月間となっております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年５月１日から平成18年４月30日まで)及び前

事業年度(平成17年５月１日から平成18年４月30日まで)並びに当連結会計年度(平成18年５月１日から平成19年３月31日ま

で)及び当事業年度(平成18年５月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人

により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

(平成18年４月30日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金     370,247 661,645 

２ 受取手形及び売掛金 ※1,4   3,202,026 3,953,781 

３ 割賦売掛金 ※3   355,606 643,689 

４ たな卸資産     936,383 2,178,917 

５ 前渡金     248,311 536,361 

６ その他     125,040 256,866 

  貸倒引当金     △19,578 △37,910 

流動資産合計     5,218,036 82.2 8,193,351 82.5

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物及び構築物   640,916 656,811  

減価償却累計額   △79,730 561,186 △120,477 536,334 

(2) 機械装置及び運搬具   77,834 92,960  

減価償却累計額   △29,446 48,387 △44,707 48,253 

(3) 土地     358,462 358,873 

(4) 建設仮勘定     ― 12,314 

(5) その他   16,872 36,656  

減価償却累計額   △10,575 6,297 △14,633 22,022 

有形固定資産合計     974,333 15.3 977,797 9.8

２ 無形固定資産      

(1) その他     900 25,545 

無形固定資産合計     900 0.0 25,545 0.3

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券     123,446 142,222 

(2) 保証金・敷金     31,942 34,151 

(3) その他 ※7   218 564,242 

投資その他の資産合計     155,607 2.5 740,616 7.4

固定資産合計     1,130,841 17.8 1,743,960 17.5

資産合計     6,348,878 100.0 9,937,311 100.0

       



 

   
前連結会計年度

(平成18年４月30日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金 ※３   621,267 1,117,372 

２ 短期借入金 ※６   1,357,000 4,085,000 

３ 未払金     61,638 32,520 

４ 未払費用     34,131 8,075 

５ 未払法人税等     182,059 136,579 

６ 役員賞与引当金     ― 15,950 

７ その他     26,912 220,457 

流動負債合計     2,283,008 35.9 5,615,953 56.5

Ⅱ 固定負債      

１ 匿名組合債務     99,517 93,474 

２ 繰延税金負債     1,003 913 

固定負債合計     100,521 1.6 94,387 1.0

負債合計     2,383,530 37.5 5,710,341 57.5

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※２   1,507,309 23.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     1,669,926 26.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     759,271 12.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    2,152 0.0 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定     27,529 0.4 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５   △841 △0.0 ― ―

資本合計     3,965,347 62.5 ― ―

負債及び資本合計     6,348,878 100.0 ― ―

       



  

  

   
前連結会計年度

(平成18年４月30日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     ― ― 1,513,409 15.2

２ 資本剰余金     ― ― 1,676,026 16.9

３ 利益剰余金     ― ― 1,015,683 10.2

株主資本合計     ― ― 4,205,119 42.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    ― ― 1,938 0.0

２ 為替換算調整勘定     ― ― 19,911 0.2

評価・換算差額等合計     ― ― 21,850 0.2

純資産合計     ― ― 4,226,969 42.5

負債純資産合計     ― ― 9,937,311 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

 

   
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     7,270,237 100.0 7,468,405 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   6,386,554 87.9 6,455,961 86.4

繰延割賦売上利益調整額     19,174 0.2 21,078 0.3

売上総利益     864,508 11.9 991,366 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 役員報酬   74,606 70,975  

２ 給与手当   115,502 117,286  

３ 役員賞与引当金繰入額   ― 15,950  

４ 旅費交通費   43,719 44,723  

５ 減価償却費   4,087 7,890  

６ 保険料   2,383 2,108  

７ 荷造運賃   6,816 9,507  

８ 賃借料   2,281 3,429  

９ 技術調査費   37,346 13,358  

10 貸倒引当金繰入額   19,578 18,332  

11 その他   164,808 471,131 6.5 157,839 461,402 6.2

営業利益     393,377 5.4 529,963 7.1

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息   664 1,320  

２ 為替差益   94,508 45,626  

３ 賃貸料収入   3,387 7,500  

４ 匿名組合投資収益   1,768 6,043  

５ その他   6,339 106,667 1.5 10,884 71,374 1.0

       



  

  

   
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息   9,255 22,197  

２ 株式交付費   ― 1,425  

３ 新株発行費   4,284 ―  

４ 持分法による投資損失   ― 52,824  

５ その他   2,988 16,529 0.2 2,273 78,721 1.1

経常利益     483,515 6.7 522,617 7.0

税金等調整前 
当期純利益 

    483,515 6.7 522,617 7.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  253,779 250,823  

法人税等調整額   △18,361 235,418 3.3 △35,220 215,602 2.9

当期純利益     248,096 3.4 307,014 4.1

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

    
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,167,625

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１ 新株予約権の行使による増加   6,300

２ 新株引受権の行使による増加   51,002

３ 転換社債の転換による資本準
備金組入 

  444,998 502,301

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,669,926

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   536,705

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益   248,096 248,096

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金   25,531 25,531

Ⅳ 利益剰余金期末残高   759,271

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年7月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産
合計 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 
剰余金 

自己株式
株主資本
合  計 

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換 
算差額等 
合計 

平成18年4月30日残高 
（千円） 

1,507,309 1,669,926 759,271 △841 3,935,665 2,152 27,529 29,682 3,965,347

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 6,100 6,100 ― ― 12,200 ― ― ― 12,200

剰余金の配当（注） ― ― △43,961 ― △43,961 ― ― ― △43,961

役員賞与（注） ― ― △5,800 ― △5,800 ― ― ― △5,800

当期純利益 ― ― 307,014 ― 307,014 ― ― ― 307,014

自己株式の消却 ― ― △841 841 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額） 

― ― ― ― ― △214 △7,617 △7,832 △7,832

連結会計年度中の変動額
合計（千円） 

6,100 6,100 256,412 841 269,453 △214 △7,617 △7,832 261,621

平成19年3月31日残高 
（千円） 

1,513,409 1,676,026 1,015,683 ― 4,205,119 1,938 19,911 21,850 4,226,969



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１ 税金等調整前当期純利益   483,515 522,617 

２ 減価償却費   68,215 62,416 

３ 持分法による投資損益（益：△）   △508 52,824 

４ 役員賞与引当金の増加額   ― 10,150 

５ 貸倒引当金増加額又は減少額（△）   19,578 18,322 

６ 受取利息及び受取配当金   △2,266 △2,799 

７ 為替差損益   △11,947 △8,525 

８ 支払利息   9,255 22,197 

９ 匿名組合投資損益   △1,768 △6,043 

10 売上債権の増加額(△)   △1,460,729 △1,033,012 

11 たな卸資産の増加額(△)又は減少額   75,209 △1,237,700 

12 前渡金の増加額(△)又は減少額   △154,030 △286,670 

13 その他流動資産の増加額(△)   △21,053 △14,698 

14 仕入債務の増加額   420,174 482,762 

15 未払消費税等の増加額又は減少額(△)   33,991 △99,456 

16 繰延割賦売上利益の増加額   19,174 21,078 

17 その他流動負債の増加額又は減少額(△)   △20,385 171,655 

18 その他固定負債の減少額(△)   △1,000 ― 

19 その他   57,430 11,048 

小計   △487,145 △1,313,826 

20 利息及び配当金の受取額   2,309 2,143 

21 利息の支払額   △9,255 △23,816 

22 法人税等の支払額   △230,250 △307,485 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △724,342 △1,642,985 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１ 有形固定資産の取得による支出   △441,141 △61,670 

２ 無形固定資産の取得による支出   ― △27,284 

３ 投資有価証券の取得による支出   △15,208 △86,690 

４ 投資有価証券の売却による収入   ― 14,700 

５ 投資その他の資産等の取得による支出   △2,932 △601,811 

６ 投資その他の資産等の売却による収入   15,000 112 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △444,282 △762,643 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１ 短期借入金の増減額   1,120,000 2,728,000 

２ 株式の発行による収入   113,600 12,200 

３ 自己株式の取得による支出   △388 ― 

４ 配当金の支払額   △24,670 △43,174 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   1,208,540 2,697,025 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △1,815 4,030 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額
（△） 

  38,099 291,397 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   332,147 370,247 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 370,247 661,645 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ２社 同左 

連結子会社の名称   

Apex Semiconductor, Inc． 

㈱エイペックス・アドバンスト・テクノロジー 

  

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社数  1社 （1）持分法を適用した関連会社数  3社 

会社等の名称 

ネクサス・テクノロジ㈱ 

会社等の名称 

㈱NSTジャパン 

QT Technology,Pte.Ltd. 

㈱セミコンダクタツールジャパン 

なお、QT Technology,Pte.Ltd.については平成18

年5月31日に資本参加したことにより、㈱セミコン

ダクタツールジャパンについては、平成18年11月

13日に新規設立したことにより、当連結会計年度

より持分法適用の関連会社に含めております。 

ネクサス・テクノロジ㈱は、当社が同社株式全株

を平成18年7月24日に売却したことにより、持分法

の適用範囲から除外しております。 

（2）持分法を適用していない関連会社   

㈱ＮＳＴジャパンは、会社設立日が平成18年4月

26日、会社成立日が平成18年5月1日であるため、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。 

連結子会社のうち、Apex Semiconductor,Inc.の決

算日は4月30日であります。連結財務諸表の作成に当

たって、この会社については、連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

償却原価法 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) 

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 

②デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 ②デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

時価法 同左 



 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

③たな卸資産 ③たな卸資産 

ａ 商品 ａ 商品 

個別法による原価法 同左 

ｂ 製品・仕掛品・原材料 ｂ 製品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 

定率法 

ただし、建物(建物附属設備は除く)については定

額法 

定率法 

ただし、建物(建物附属設備は除く)については定

額法 

主な耐用年数は以下のとおり。 主な耐用年数は以下のとおり。 
  

建物 38年

機械及び装置 4～9年

建物 38年

機械及び装置 4～10年

なお、在外連結子会社については主に定額法 なお、在外連結子会社については主に定額法 

②無形固定資産  ②無形固定資産 

定額法 

ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によ

っております。 

同左 

③長期前払費用  ③長期前払費用 

均等償却によっております。 同左 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 ①株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 支出時に全額費用として処理しております。 

― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年8月11

日 実務対応報告19号）を適用しております。 

前連結会計年度において営業外費用の内訳として表示

していた「新株発行費」は、当連結会計年度より「株

式交付費」として表示する方法に変更しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  ①貸倒引当金 

債権の取立不能に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定

債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

②          ―  ②役員賞与引当金 

  当社は役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度

における支給見込額に基づき計上しております。 

    



  

 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 (6) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

  

同左 

(7) レバレッジド・リースの会計処理 (7) レバレッジド・リースの会計処理 

 レバレッジド・リースに係る匿名組合契約に関

しては、出資額を連結貸借対照表の投資有価証券

に含めて計上しており、出資に係る損益は、同組

合が定める計算期間及び当社持分相当額により、

当期に属する匿名組合投資損益として処理してお

ります。 

 また、同匿名組合の累積投資損失のうち、当社

負担分に帰属するものは、平成18年４月30日現在 

99,517千円となっており、固定負債の「匿名組合

債務」として連結貸借対照表に計上しておりま

す。 

 レバレッジド・リースに係る匿名組合契約に関

しては、出資額を連結貸借対照表の投資有価証券

に含めて計上しており、出資に係る損益は、同組

合が定める計算期間及び当社持分相当額により、

当期に属する匿名組合投資損益として処理してお

ります。 

 また、同匿名組合の累積投資損失のうち、当社

負担分に帰属するものは、平成19年3月31日現在 

93,474千円となっており、固定負債の「匿名組合

債務」として連結貸借対照表に計上しておりま

す。 

(8)収益及び費用の計上基準 (8)収益及び費用の計上基準 

割賦販売取引の会計処理 割賦販売取引の会計処理 

 商品の引渡し時に販売価額及び割賦受取利息の

総額を売上高に計上しております。なお、回収期

日未到来の割賦債権に対応する割賦未実現利益を

繰延経理しております。 

同左 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 



  

 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 ６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

― ― 

    

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７           ― 

利益処分又は損失処理の取扱方法   

 連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいております。 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

同左 

９           ― ９ 連結決算日の変更 

  当社は、日本エイム株式会社と経営統合を行う為、 

平成19年4月2日に当社の完全親会社となる「ユナイテ

ッド・テクノロジー・ホールディングス株式会社」を設

立いたしました。同社の決算日が3月31日であり、グル

ープとして効率的な管理体制を構築するため、当社は当

連結会計年度より4月30日から3月31日に決算日を変更い

たしました。なお、当連結会計年度は当該決算期変更に

より平成18年5月1日から平成19年3月31日までの11ヶ月

の変則決算となっております。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準）   

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

― （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ15,950千円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は4,226,969千円でありま

す。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（連結貸借対照表） ― 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1

日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日付で

改正されたことに伴い、当連結会計年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法

第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示する方法に変更いたしました。 

なお、当連結会計年度の投資有価証券に含まれる当該

出資の額は、50,199千円であります。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度
(平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

  
※１ 売掛債権の債権譲渡残高 313,201千円 ※１ 売掛債権の債権譲渡残高 133,684千円

  
※２ 発行済株式総数  普通株式 43,966株   ― 

※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 
  

割賦売掛金 355,606千円 割賦売掛金 226,294千円

 担保に対応する債務  担保に対応する債務 
  

買掛金 192,973千円 買掛金 122,796千円

※４ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

※４ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

含まれております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

含まれております。 
  

受取手形 357千円 受取手形 1,782千円

※５ 自己株式の保有数 ― 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

  

  
普通株式 5.77株    

※６ 当座貸越 ※６ 当座貸越 

当座貸越契約 当座貸越契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 当連結会計期間末における当座貸越契約に係る

借入金未実行残高は次のとおりであります。 

 当社グループにおいては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約を締

結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入金未実行残高は次のとおりであります。 
  

  

当座貸越契約の総額 4,100,000千円

借入実行残高 1,330,000千円

差引額 2,770,000千円
  

当座貸越契約の総額 5,220,000千円

借入実行残高 4,085,000千円

差引額 1,135,000千円

― ※７ 当社は、他の営業者とともに、半導体製造装置等

を購入する資金を事業体に拠出し、投資その他の資

産の「その他」に計上しております（当連結会計年

度末残高564,210千円）。当該半導体製造装置等が

販売された場合には、相互に取り決めた損益持分に

応じた分配が行われます。 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

― ※１ 通常の販売目的で所有するたな卸資産の評価損

38,733千円が含まれております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1.普通株式の発行済株式総数の増加366株は新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。 

 2.普通株式の発行済株式総数の減少5.77株は、自己株式の消却によるものであります。 

 3.普通株式の自己株式の株式数の減少5.77株は、自己株式の消却によるものであります。 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 43,966.77 366 5.77 44,327 

合計 43,966.77 366 5.77 44,327 

自己株式 

普通株式 5.77 ― 5.77 ― 

合計 5.77 ― 5.77 ― 



２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月27日 
定時株主総会 

普通株式 43,961 1,000 平成18年4月30日 平成18年7月27日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月15日 
取締役会 

普通株式 48,759 利益剰余金 1,100 平成19年3月31日 平成19年6月28日

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 
  

  （平成18年４月30日）

現金及び預金 370,247千円

現金及び現金同等物 370,247千円

  （平成19年３月31日）

現金及び預金 661,645千円

現金及び現金同等物 661,645千円

 ２ 重要な非資金取引の内容 ― 
  

新株予約権の行使  

新株予約権の行使による 
資本金増加額 

445,001千円

新株予約権の行使による 
資本準備金増加額 

444,998千円

新株予約権の行使による 
転換社債減少額 

890,000千円

   

  
 

 

 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

 リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  機械装置 

取得価額相当額 13,860千円

減価償却累計額相当額 313千円

期末残高相当額 13,547千円

  機械装置 

取得価額相当額 12,832千円

減価償却累計額相当額 2,641千円

期末残高相当額 10,190千円

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
  

1年以内 2,772千円

1年超 10,775千円

合計 13,547千円

1年以内 2,479千円

1年超 7,847千円

合計 10,327千円

③支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

③支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 
  

支払リース料 313千円

減価償却費相当額 313千円

支払利息相当額 -千円

支払リース料 2,541千円

減価償却費相当額 2,352千円

支払利息相当額 336千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

 減価償却費相当額は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額をゼロとする定額法により算定してお

ります。 

同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

 利益相当額は、リース料総額とリース資産計上額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結決算日
における連結 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結決算日 
における連結 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

株式 1,620 5,238 3,618 1,620 4,878 3,258

合計 1,620 5,238 3,618 1,620 4,878 3,258

区分 

前連結会計年度 
（平成18年4月30日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年3月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

（1）満期保有目的の債券    

非上場社債 45,000 45,000 

計 45,000 45,000 

（2）その他有価証券    

非上場株式 23,008 42,144 

匿名組合出資証券 50,199 50,199 

計 73,208 92,343 

区分 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

１年以内（千円）
１年超５年以内

（千円） 
１年以内（千円）

１年超５年以内 
（千円） 

１．債券 

(1）社債 ― 45,000 ― 45,000 

合計 ― 45,000 ― 45,000 



（デリバティブ取引関係） 

    １ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）1 時価の算定方法 

    為替予約取引・・・取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

①取引の内容、利用目的及び取組方針 ①取引の内容、利用目的及び取組方針 

 当社グループは、通常業務から発生する債権を対象

とし、将来の市場変動による損失回避に資するものに

限定して為替予約取引を利用しております。 

 この結果、輸出売上債権等の有するリスクを効果的

に相殺しております。 

同左 

    

②取引に係るリスクの内容 ②取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引の相手先は格付けの高い金融機関

に限定しており、相手先の債務不履行に伴う損失は予

想しておりません。 

同左 

    

③社内管理体制 ③社内管理体制 

 社内管理体制は、事務処理に関する諸規定等に基づ

き、担当取締役、経理部長の承認のもとにデリバティ

ブ取引を行う体制となっており、内部牽制が十分機能

する体制となっております。 

同左 

    

種類 

前連結会計年度 
（平成18年4月30日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年3月31日現在） 

契約額等 
（千円） 

契約額等 
のうち 
1年超 

（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千円） 

契約額等
のうち 
1年超 

（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

為替予約取引        

売建        

米ドル 236,000 ― 228,800 7,200 118,850 ― 118,090 760

合計 236,000 ― 228,800 7,200 118,850 ― 118,090 760



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

（注）1.平成16年6月21日開催の取締役会決議により、平成16年9月21日付で株式分割（1株を3株に分割）をおこなっており

ます。 

2.①新株予約権の発行時において当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあり、新株予約権の割

当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要

します。但し、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員が任期満了による退任又は定年による退職によ

り当社又は当社の子会社における当該地位を失った場合はこの限りではありません。また、その他正当な理由のあ

る場合には、新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会の承認を得た場合も同様とします。 

②新株予約権の発行時において当社の業務提携先企業（以下、「同社」という）の代表取締役又は当社への同社出

向社員の立場にあり、新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当該業務提携先企業の取締役又は当

社への同社出向社員の立場にあることを要します。但し、当社への同社出向社員が当社に入社し、当社従業員の地

位を得た場合はこの限りではありません。また、その他正当な理由のある場合には、新株予約権の数及び行使の時

期につき当社取締役会の承認を得た場合も同様とします。 

③割当を受けた者の相続人による本件新株予約権の行使は認めないものとします。 

④その他権利行使の条件については、株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによるものとします。 

 

  
平成16年

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社役員     6名
当社従業員    16名 
業務提携先関係者 3名 
子会社役員    1名 
子会社従業員   1名 

ストック・オプション数 普通株式 1,800株（注）1

付与日 平成16年2月10日

権利確定条件 （注）2 

対象勤務期間 
平成16年 2月10日から
平成17年11月14日まで 

権利行使期間 
平成17年11月15日から
平成25年11月14日まで 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

 

    
平成16年

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   ―

付与   ―

失効   ―

権利確定   ―

未確定残   ―

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   1,422

権利確定   ―

権利行使   366

失効   ―

未行使残   1,056

    
平成16年

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 33,334

行使時平均株価 （円） 191,900

公正な評価単価（付与日） （円） ―



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

(繰延税金資産)  

未払事業税損金不算入 14,617千円

棚卸資産評価損損金不算入 17,961千円

貸倒引当金繰入超過 7,929千円

貸倒損失否認 946千円

繰延割賦売上利益否認 7,765千円

たな卸資産未実現利益 754千円

一括償却資産損金不算入 461千円

繰延税金資産小計 50,435千円

 評価性引当金 △8,875千円

 繰延税金資産合計 41,560千円

  

(繰延税金負債) 

 

その他有価証券評価差額金 △1,465千円

繰延税金負債合計 △1,465千円

繰延税金資産（負債）の純額 40,094千円

(繰延税金資産)  

未払事業税損金不算入 21,050千円

棚卸資産評価損損金不算入 24,350千円

貸倒引当金繰入超過 15,353千円

貸倒損失否認 946千円

繰延割賦売上利益否認 16,302千円

たな卸資産未実現利益 14,672千円

一括償却資産損金不算入 405千円

繰延税金資産小計 93,078千円

 評価性引当金 △16,300千円

 繰延税金資産合計 76,778千円

  

(繰延税金負債) 

 

その他有価証券評価差額金 △1,319千円

繰延税金負債合計 △1,319千円

繰延税金資産（負債）の純額 60,789千円

   

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結財務諸表の以下の項目を含んでおります。 

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結財務諸表の以下の項目を含んでおります。 
  

流動資産－繰延税金資産 41,098千円

固定資産－繰延税金資産 461千円

流動負債－繰延税金負債 ―千円

固定負債－繰延税金負債 1,465千円

流動資産－繰延税金資産 61,702千円

固定資産－繰延税金資産 405千円

流動負債－繰延税金負債 ―千円

固定負債－繰延税金負債 1,319千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割等 0.5％

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

0.9％

海外連結子会社法人税等負担差 △1.4％

評価引当額 7.9％

未実現利益相殺 0.2％

その他 0.1％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

48.7％

  

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割等 0.4％

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

1.8％

海外連結子会社法人税等負担差 △3.4％

評価引当金 1.3％

その他 0.7％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

41.3％

 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年5月1日 至 平成18年4月30日） 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各区分の主な製品 

   (1) 半導体製造装置事業……………半導体製造装置の仲介・売買及び技術サービスの提供 

   (2) プローブカード事業……………各種プローブカードの製造・販売 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、管理部門にかかる費用であり、当連結会計

年度は225,946千円であります。 

   ４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金

（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は553,164千円であります。 

   ５ 事業区分の変更 

従来、プローブカードの製造・販売は、半導体製造装置販売事業に含めておりましたが、平成16年9月に同事業を行う株式

会社エイペックス・アドバンスト・テクノロジーの設立により、売上割合が増加しており、今後もこの傾向が予想されるた

め、当連結会計年度より「プローブカード事業」として区分表記することに変更いたしました。また、従来、半導体製造装

置に係わる技術サービスを行うテックサービス事業を、半導体製造装置販売事業と区分して表記しておりましたが、当社グ

ループの各事業における収益面での透明性をより高くするため、半導体製造装置に係わる装置販売と技術サービスを統合し

「半導体製造装置事業」に変更することにいたしました。 

 当連結会計年度と同一の区分によった場合の前連結会計年度のセグメント情報は以下のとおりであります。 

  

 

  

半導体製造 

装置事業 

（千円） 

プローブカード

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1)外部顧客に 

対する売上高 
6,981,017 289,220 7,270,237 ― 7,270,237 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 6,981,017 289,220 7,270,237 ― 7,270,237 

営業費用 6,326,078 324,627 6,650,705 226,154 6,876,860 

営業利益又は営業損失

（△） 
654,938 △35,407 619,531 (226,154) 393,377 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

 資本的支出 
         

 資産 5,529,556 266,157 5,795,713 553,164 6,348,878 

 減価償却費 49,439 18,424 67,863 351 68,215 

 資本的支出 ― 9,765 ― ― 9,765 



前連結会計年度（自 平成16年5月1日 至 平成17年4月30日） 

  

 

  

半導体製造 

装置事業 

（千円） 

プローブカード

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1)外部顧客に 

対する売上高 
4,313,082 133,443 4,446,526 ― 4,446,526 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 4,313,082 133,443 4,446,526 ― 4,446,526 

営業費用 3,824,847 106,246 3,931,084 143,985 4,075,080 

営業利益 488,234 27,197 515,431 (143,985) 371,445 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
         

資産 4,123,722 164,203 4,287,925 490,848 4,778,773 

減価償却費 20,449 3,731 24,181 212 24,393 

資本的支出 871,190 43,416 914,606 1,589 916,196 



当連結会計年度（自 平成18年5月1日 至 平成19年3月31日） 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各区分の主な製品 

   (1) 半導体製造装置事業……………半導体製造装置の仲介・売買及び技術サービスの提供 

   (2) プローブカード事業……………各種プローブカードの製造・販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用224,870千円の主なものは、管理部門にかかる費用でありま

す。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産313,399千円の主なものは、親会社での長期投資資金（投資有価証券）及

び管理部門に係る資産等であります。 

５ 会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の「（役員賞与に関する会計基準）」に記載のとおり、当連結

会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は15,950千円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

  

  

  

半導体製造 

装置事業 

（千円） 

プローブカード

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

（1）外部顧客に 

対する売上高 
7,025,806 442,598 7,468,405 ― 7,468,405 

（2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 7,025,806 442,598 7,468,405 ― 7,468,405 

営業費用 6,324,880 388,690 6,713,571 224,870 6,938,442 

営業利益 700,926 53,908 754,834 (224,870) 529,963 

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
         

資産 9,210,137 413,774 9,623,911 313,399 9,937,311 

減価償却費 41,542 17,607 59,150  3,265 62,416 

資本的支出 23,157 23,616 46,773 29,866 76,639 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年5月1日 至 平成18年4月30日） 

(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での長期投資資金（投資有価証券、出資金）であ

り、当連結会計年度は553,169千円であります。 

  

当連結会計年度（自 平成18年5月1日 至 平成19年3月31日） 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産313,399千円の主なものは、親会社での長期投資資金（投資有価証券）及

び管理部門に係る資産等であります。 

４ 会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の「（役員賞与に関する会計基準）」に記載のとおり、当連結会

計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は15,950千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

 

  
日本 
(千円) 

韓国
(千円) 

計
(千円) 

消去又は
全社(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1)外部顧客に 

対する売上高 
6,838,311 431,925 7,270,237 ― 7,270,237 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
363,644 142,520 506,165 (506,165) ― 

計 7,201,956 574,446 7,776,402 (506,165) 7,270,237 

営業費用 6,570,878 290,475 6,861,354 15,506 6,876,860 

営業利益 631,077 283,971 915,048 (521,671) 393,377 

Ⅱ 資産 6,596,170 540,886 7,137,056 (788,178) 6,348,878 

  
日本 

（千円） 

韓国 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

（1）外部顧客に 

対する売上高 
6,869,425 598,979 7,468,405 ― 7,468,405 

（2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
379,284 366,289 745,573 (745,573) ― 

計 7,248,710 965,268 8,213,978 (745,573) 7,468,405 

営業費用 6,785,896 903,288 7,689,184 (750,742) 6,938,442 

営業利益 462,814 61,980 524,794 5,168 529,963 

Ⅱ 資産 9,487,652 1,253,922 10,741,574 (804,263) 9,937,311 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 欧米の主な国 アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年5月1日 至 平成19年3月31日) 

(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２ 欧米の主な国 アメリカ合衆国 

 ３ アジア地域の主な国 中国・台湾 

 ４ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  韓国 
アジア地域

（韓国を除く） 
欧米 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 2,883,839 1,172,086 942,755 4,998,681

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 7,270,237

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

39.7 16.1 13.0 68.8

  韓国 シンガポール アジア地域 欧米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,655,774 1,900,998 429,876 390,144 4,376,793

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― ― ― 7,468,405

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

22.2 25.4 5.8 5.2 58.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 該当事項はございません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

子会社等 

（注）１．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。 

  

 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は 
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会
社 

QT 
Technology 
PTE.,LTD. 

シンガ 
ポール 

1,222,570 
シンガ 
ポール 
ドル 

半導体製
造装置事
業 

40 －

同社へ
中古半
導体製
造装置
を販売
してい
る。 

売上（注2） 1,391,400 売掛金 1,061,292



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

  
１株当たり純資産額 90,069円55銭

１株当たり当期純利益 6,483円44銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

6,291円72銭

１株当たり純資産額 95,358円80銭

１株当たり当期純利益 6,962円44銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

6,827円76銭

項目 
前連結会計年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 248,096 307,014

普通株式に係る当期純利益(千円) 248,096 307,014

普通株主に帰属しない金額(千円) 5,800 ―

（うち利益処分による役員賞与金） （5,800）   ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 37,371 44,095

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳（株） 

新株予約権 1,139 869

普通株式増加数（株） 1,139 869



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当連結会計年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（新株発行の引受） （株式移転による完全親会社設立） 

当社は、日本エイム株式会社と経営統合を行うため、

平成18年12月19日開催の臨時株主総会の承認を得て、同

社と共同して株式移転により、完全親会社「ユナイテッ

ド・テクノロジー・ホールディングス株式会社」を平成

19年4月2日に設立いたしました。 

完全親会社の概要は、次のとおりであります。 

（1）商号 

ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス 

株式会社 

（2）本店所在地 

東京都港区港南2-16-4 

（3）代表者 

代表取締役社長 兼 CEO  若山 陽一 

（4）資本金 

2,000,000千円（平成19年4月2日現在） 

（5）主な事業内容 

国内外の会社の株式又は持分を取得、所有すること

による当該会社の事業活動の管理及び支配 

（6）設立日 

平成19年4月2日 

なお、当社の新株予約権は平成19年４月２日の株

式移転効力発生日をもって消滅して同日付けでこ

れに代わる完全親会社の新株予約権を交付してお

ります。 

 当社は、平成１8年5月31日開催の取締役会におい

て、シンガポールのエンジニアリング会社ＱＴ

Technology，Pte．Ltd．へ資本参加することを決議し、

同社が実施する70万米ドルの第三者割当増資を全額引受

け、平成18年5月31日に払込みを完了しております。 

①資本参加の目的 

シンガポール地区における中古半導体製造装置事業

の拡大 

②資本参加の相手会社 

ＱＴ Technology，Pte．Ltd． 

③第三者割当増資の引受払込時期 

平成18年5月31日 

④取得する株式数、取得価額及び取得後の持分比率 

  

  

取得株式数 80,000株 

取得価額 US＄700,000 

取得後の持分比率 40.0% 

⑤取得資金の調達 

自己資金 

（持分法適用会社株式の譲渡） ― 

 当社の持分法適用会社であるネクサス・テクノロジ

株式会社（資本金30,000千円、持分比率49％、取得価額

14,700千円、期末帳簿価額15,208千円）株式を、平成18

年７月24日付14,700千円で日本エイム株式会社に全株譲

渡しております。当該株式譲渡による翌連結会計年度の

連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,357,000 4,085,000 1.14 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,357,000 4,085,000 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金     317,501 329,354 

２ 受取手形 ※７   30,146 31,730 

３ 売掛金 ※1,3   3,049,192 3,758,986 

４ 割賦売掛金 ※２   355,606 643,689 

５ 商品     853,437 1,661,586 

６ 前渡金 ※３   219,623 582,157 

７ 前払費用     4,271 4,842 

８ 繰延税金資産     40,344 61,702 

９ 関係会社短期貸付金     20,000 120,000 

10 未収還付消費税等     44,147 64,719 

11 その他 ※３   35,865 177,022 

  貸倒引当金     △19,578 △37,910 

流動資産合計     4,950,558 77.9 7,397,881 76.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物   579,674 593,254  

減価償却累計額   △69,965 509,708 △106,804 486,450 

(2) 構築物   18,139 18,139  

減価償却累計額   △5,591 12,547 △7,394 10,745 

(3) 機械及び装置   58,941 71,601  

減価償却累計額   △20,738 38,202 △32,952 38,649 

(4) 車両及び運搬具   462 462  

減価償却累計額   △415 46 △434 27 

(5) 工具器具及び備品   7,692 27,427  

減価償却累計額   △5,394 2,298 △7,825 19,602 

(6) 土地     346,290 346,290 

(7) 建設仮勘定     ― 12,314 

有形固定資産合計     909,092 14.3 914,079 9.4

２ 無形固定資産      

(1) ソフトウェア     136 23,949 

(2) 電話加入権     215 215 

無形固定資産合計     351 0.0 24,164 0.2

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券     100,437 100,077 

(2) 関係会社株式     258,416 330,406 

(3) 関係会社長期貸付金     111,000 381,407 

(4) 保証金・敷金     24,515 26,780 

(5) その他 ※10   218 564,242 

投資その他の資産合計     494,587 7.8 1,402,913 14.4

固定資産合計     1,404,032 22.1 2,341,157 24.0

資産合計     6,354,590 100.0 9,739,039 100.0

        



 

   
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金 ※2,3   627,256 1,060,105 

２ 短期借入金 ※８   1,337,000 3,945,000 

３ 未払金 ※３   56,256 44,406 

４ 未払費用     32,792 6,384 

５ 未払法人税等     172,316 124,374 

６ 未払配当金     860 1,646 

７ 役員賞与引当金     ― 15,950 

８ 営業預り金     ― 168,997 

９ 預り金     4,826 4,592 

10 繰延割賦売上利益     19,174 40,252 

11 仮受金     492 463 

12 その他     ― 2,684 

流動負債合計     2,250,975 35.4 5,414,857 55.6

Ⅱ 固定負債      

１ 匿名組合債務     99,517 93,474 

２ 繰延税金負債     1,003 913 

固定負債合計     100,521 1.6 94,387 1.0

負債合計     2,351,497 37.0 5,509,245 56.6

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   1,507,309 23.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   1,669,926 ―  

資本剰余金合計     1,669,926 26.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   230 ―  

２ 任意積立金      

(1) 特別償却準備金   231 ―  

(2) 別途積立金   300,000 ―  

３ 当期未処分利益   524,084 ―  

利益剰余金合計     824,546 13.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※９   2,152 0.0 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※６   △841 △0.0 ― ―

資本合計     4,003,093 63.0 ― ―

負債資本合計     6,354,590 100.0 ― ―

        



  

  

   
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     ─ ─ 1,513,409 15.5

２ 資本剰余金      

(1）資本準備金   ─ 1,676,026  

資本剰余金合計     ─ ─ 1,676,026 17.2

３ 利益剰余金      

(1）利益準備金   ─ 230  

(2)その他利益剰余金      

別途積立金   ─ 450,000  

繰越利益剰余金   ─ 588,190  

利益剰余金合計     ─ ─ 1,038,420 10.7

株主資本合計     ─ ─ 4,227,855 43.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    ─ ─ 1,938 0.0

評価・換算差額等合計     ─ ─ 1,938 0.0

純資産合計     ─ ─ 4,229,794 43.4

負債純資産合計     ─ ─ 9,739,039 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   6,922,186 100.0 6,909,437 100.0

Ⅱ 売上原価      

１ 期首商品たな卸高   965,598 853,437  

２ 当期商品仕入高 ※１ 5,822,707 6,757,934  

３ 当期製造原価   215,497 146,232  

４ 他勘定振替高 ※３ △49,760 △160  

合計 ※２ 6,954,043 7,757,444  

５ 期末商品たな卸高   853,437 6,100,605 88.1 1,661,586 6,095,857 88.2

割賦売上未実現利益戻入     1,743 0.0 10,325 0.2

割賦売上未実現利益繰延     △20,917 0.3 △31,403 △0.5

売上総利益     802,406 11.6 792,501 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 役員報酬   57,533 53,035  

２ 給与手当   81,790 87,166  

３ 法定福利費   ─ 17,471  

４ 役員賞与引当金繰入額   ─ 15,950  

５ 旅費交通費   30,688 33,251  

６ 租税公課   12,180 10,061  

７ 法人事業税   11,000 9,749  

８ 支払手数料   13,070 14,833  

９ 支払報酬   20,264 19,530  

10 地代家賃   12,546 12,385  

11 減価償却費   442 5,091  

12 技術調査費   37,346 13,358  

13 貸倒引当金繰入額   19,578 18,332  

14 その他   63,898 360,341 5.2 37,653 347,870 5.1

営業利益     442,065 6.4 444,630 6.4

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 ※１ 2,926 4,482  

２ 為替差益   80,504 33,532  

３ 賃貸料収入   3,387 7,500  

４ 匿名組合投資収益   1,768 6,043  

５ その他   5,548 94,135 1.3 7,843 59,402 0.9



  

 

   
前事業年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息   8,880 21,902  

２ 株式交付費   ― 1,425  

３ 新株発行費   4,284 ―  

４ その他   2,988 16,153 0.2 2,273 25,602 0.4

経常利益     520,046 7.5 478,430 6.9

税引前当期純利益     520,046 7.5 478,430 6.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  244,937 235,256  

法人税等調整額   △17,607 227,329 3.3 △21,302 213,954 3.1

当期純利益     292,716 4.2 264,476 3.8

前期繰越利益     231,368 ― 

当期未処分利益     524,084 ― 

        



製造原価明細書 

 （注）※１ 主な内容は次のとおりであります。 

  

  

  
前事業年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 労務費 56,434 26.2 39,321 26.9

Ⅱ 経費※１ 159,063 73.8 106,911 73.1

当期総製造費用 215,497 100.0 146,232 100.0

当期製造原価 215,497 146,232 100.0

      

項目 
前事業年度
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

減価償却費 47,468 40,032 

旅費交通費 25,493 20,824 

地代家賃 7,091 6,559 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注）１. 特別償却準備金取崩額は租税特別措置法に基づくものであります。 

２. 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

 

   
前事業年度

(平成18年７月27日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益   524,084

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１ 特別償却準備金取崩額   231 231

合計   524,316

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金   43,961

２ 役員賞与   5,800

３ 別途積立金   150,000 199,761

Ⅳ 次期繰越利益   324,555

      



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日）              

  

（注）平成18年7月開催定時株主総会決議における利益処分によるものであります。 

  

  

  次へ 

  

株 主 資 本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

特別償
却準備
金 

別途積
立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年4月30日残高 
（千円） 

1,507,309 1,669,926 1,669,926 230 231 300,000 524,084 824,546 △841 4,000,940

事業年度中の変動額          

新株の発行 6,100 6,100 6,100 ― ― ― ― ― ― 12,200

特別償却準備金の取崩し 
（注） 

― ― ― ― △231 ― 231 ― ― ―

別途積立金の積立て 
（注） 

― ― ― ― ― 150,000 △150,000 ― ― ―

剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― ― △43,961 △43,961 ― △43,961

役員賞与（注） ― ― ― ― ― ― △5,800 △5,800 ― △5,800

当期純利益 ― ― ― ― ― ― 264,476 264,476 ― 264,476

自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― △841 △841 841 ―

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

6,100 6,100 6,100 ― △231 150,000 64,105 213,874 841 226,915

平成19年3月31日残高 
（千円） 

1,513,409 1,676,026 1,676,026 230 ― 450,000 588,190 1,038,420 ― 4,227,855

  

評価・換算差額等 

純資産合
計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年4月30日残高 
（千円） 

2,152 2,152 4,003,093 

事業年度中の変動額      

新株の発行 ― ― 12,200 

特別償却準備金の取崩し 
（注） 

― ― ― 

別途積立金の積立て 
（注） 

― ― ― 

剰余金の配当（注） ― ― △43,961 

役員賞与（注） ― ― △5,800 

当期純利益 ― ― 264,476 

自己株式の消却 ― ― ― 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

△214 △214 △214 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△214 △214 226,701 

平成19年3月31日残高 
（千円） 

1,938 1,938 4,229,794 



重要な会計方針 

 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券 

償却原価法 同左 

(2) その他有価証券 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定) 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 

(3) 子会社株式及び関連会社株式 (3) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債

務）評価基準及び評価方法 

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債

務）評価基準及び評価方法 

 時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 ４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、建物(建物附属設備は除く)については定

額法 

  

  

同左 

主な耐用年数は以下のとおり。   
  

建物 38年

機械及び装置 4～9年

  

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

定額法   

ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

同左 

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 同左 

５ 繰延資産の処理方法 ５ 繰延資産の処理方法 

(1) 新株発行費 (1) 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。  支出時に全額費用として処理しております。 

    



  

 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年8月11日 

実務対応報告19号）を適用しております。 

前事業年度において営業外費用の内訳として表示し

ていた「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更しております。 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 ６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

同左 

７ 引当金の計上基準 ７ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

債権の取立不能に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 

（2）          ― 

  

 （2）役員賞与引当金 

当社は役員賞与の支出に備えて、当事業年度に

おける支給見込額に基づき計上しております。 

８ リース取引の処理方法 ８ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

９ レバレッジド・リースの会計処理 ９ レバレッジド・リースの会計処理 

 レバレッジド・リースに係る匿名組合契約に関し

ては、出資額を貸借対照表の投資有価証券に含めて

計上しており、出資に係る損益は、同組合が定める

計算期間及び当社持分相当額により、当期に属する

匿名組合投資損益として処理しております。 

 また、同匿名組合の累積投資損失のうち、当社負

担分に帰属するものは、平成18年４月30日現在

99,517千円となっており、固定負債の「匿名組合債

務」として貸借対照表に計上しております。 

 レバレッジド・リースに係る匿名組合契約に関し

ては、出資額を貸借対照表の投資有価証券に含めて

計上しており、出資に係る損益は、同組合が定める

計算期間及び当社持分相当額により、当期に属する

匿名組合投資損益として処理しております。 

 また、同匿名組合の累積投資損失のうち、当社負

担分に帰属するものは、平成19年3月31日現在

93,474千円となっており、固定負債の「匿名組合債

務」として貸借対照表に計上しております。 

10 収益及び費用の計上基準 10 収益及び費用の計上基準 

割賦販売取引の会計処理 割賦販売取引の会計処理 

商品の引渡し時に販売価額及び割賦受取利息の総

額を売上高に計上しております。なお、回収期日未

到来の割賦債権に対応する割賦未実現利益を繰延経

理しております。 

同左 

11 その他財務諸表作成のための重要な事項 11 その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。 

― 

― （役員賞与に関する会計基準） 

  当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用して

おります。これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は、それぞれ15,950千円減少しておりま

す。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8号平成17年12月9日）を適用しております。これまで

の資本の部の合計に相当する金額は4,229,794千円で

あります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（貸借対照表） （損益計算書） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月

1日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法

第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示する方法に変更いたしました。 

なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当該出資

の額は、50,199千円であります。 

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「法定福利費」は、当事業年

度において販売費及び一般管理費の総額の100分の5を超

えたため区分掲記しました。なお、前事業年度の「法定

福利費」は14,679千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  
 

前事業年度 
(平成18年４月30日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

  
※１ 売掛債権の債権譲渡残高  313,201千円 ※１ 売掛債権の債権譲渡残高 133,684千円

※２ 担保に給している資産及びこれに対応する債務 ※２ 担保に給している資産及びこれに対応する債務 
  

担保に供している資産 割賦売掛金 355,606千円

担保に対応する債務 買掛金 192,973千円

担保に供している資産 割賦売掛金 226,294千円

担保に対応する債務 買掛金 122,796千円

※３ 関係会社に対する資産及び負債 ※３ 関係会社に対する資産及び負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 
  

  

売掛金 390,371千円

立替金 3,176千円

未収利息 1,240千円

買掛金 25,608千円

売掛金 1,506,663千円

前渡金 149,250千円

立替金 95,548千円

未収入金 1,076千円

未収利息 844千円

買掛金 113,522千円

未払金 13,563千円

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。 

（株）エイペックス・アドバンスト・テクノロジー （株）エイペックス・アドバンスト・テクノロジー 

20,000千円 140,000千円 
  
※５ 会社が発行する株式  普通株式 141,400株

発行済株式総数    普通株式 43,966株

     ―  

   

  
※６ 自己株式の保有数  

普通株式 5.77株

            ―  

   

― ※７ 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。 

受取手形             1,782千円 
  

※８ 当座貸越契約 ※８ 当座貸越契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 当会計期間末における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高は次のとおりであります。 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行7行と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高は次のとおりであります。 
  

当座貸越契約の総額 3,900,000千円

借入実行残高 1,310,000千円

差引額 2,590,000千円

当座貸越契約の総額 4,900,000千円

借入実行残高 3,945,000千円

差引額 955,000千円

※９ 配当制限 ― 

 商法施行規則第124条第３号に規定する、資産

に時価を付したことにより増加した純資産額は

2,152千円であります。 

  



  

（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少5.77株は、自己株式の消却によるものであります。 

  

  

  次へ 

前事業年度 
(平成18年４月30日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

― ※10 当社は、他の営業者とともに、半導体製造装置等

を購入する資金を事業体に拠出し、投資その他の

資産の「その他」に計上しております（当事業年

度末残高564,210千円）。当該半導体製造装置等が

販売された場合には、相互に取り決めた損益持分

に応じた分配が行われます。 

    

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 
  

売上高 266,324千円

仕入高 259,508千円

受取利息 2,454千円

売上高 1,829,229千円

仕入高 846,388千円

受取利息 3,460千円

― ※２ 通常の販売目的で所有するたな卸資産の評価損

38,733千円が含まれております。 

― ※３ 他勘定振替高は建設仮勘定への振替高160千円で

あります。 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 5.77 ― 5.77 ― 

合計 5.77 ― 5.77 ― 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  機械装置 

取得価額相当額 13,860千円 

減価償却累計額相当額 313千円 

期末残高相当額 13,547千円 

  機械装置 

取得価額相当額 12,832千円 

減価償却累計額相当額 2,641千円 

期末残高相当額 10,190千円 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
  

1年以内 2,772千円 

1年超 10,775千円 

 合計 13,547千円 

1年以内 2,479千円 

1年超 7,847千円 

 合計 10,327千円 

③支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

③支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 
  

支払リース料 313千円 

減価償却費相当額 313千円 

支払利息相当額 -千円 

支払リース料 2,541千円 

減価償却費相当額 2,352千円 

支払利息相当額 336千円 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法  減価償却費相当額の算定方法 

減価償却費相当額は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法により算定しておりま

す。 

同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

利益相当額は、リース料総額とリース資産計上額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 

  

  （減損損失について） 

  
 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

前事業年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自 平成18年５月１日 至 平成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 



(税効果会計関係) 

  

 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

(繰延税金資産)  

未払事業税損金不算入 14,617千円

棚卸資産評価損損金不算入 17,961千円

貸倒引当金繰入超過額 7,929千円

貸倒損失否認 946千円

繰延割賦売上利益否認 7,765千円

一括償却資産損金不算入 461千円

繰延税金資産小計 49,681千円

評価性引当金 △8,875千円

繰延税金資産合計 40,806千円

(繰延税金資産)  

未払事業税損金不算入 21,050千円

棚卸資産評価損損金不算入 24,350千円

貸倒引当金繰入超過額 15,353千円

貸倒損失否認 946千円

繰延割賦売上利益否認 16,302千円

一括償却資産損金不算入 405千円

繰延税金資産小計 78,408千円

評価性引当金 △16,300千円

繰延税金資産合計 62,108千円

(繰延税金負債) (繰延税金負債) 
  

その他有価証券評価差額金 △1,465千円

繰延税金負債合計 △1,465千円

繰延税金資産（負債）の純額 39,341千円

その他有価証券評価差額金 △1,319千円

繰延税金負債合計 △1,319千円

繰延税金資産（負債）の純額 60,789千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  

法定実効税率 40.5％

(調整) 

住民税均等割額等 0.4％

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

0.6％

評価性引当金 1.7％

その他 0.5％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.7％

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割額等 0.4％

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

2.0％

評価性引当金 1.4％

その他 0.4％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

44.7％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

  
１株当たり純資産額 90,928円16銭

１株当たり当期純利益 7,677円39銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

7,450円36銭

１株当たり純資産額 95,422円53銭

１株当たり当期純利益 5,997円76銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

5,881円74銭

項目 
前事業年度

自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度 
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

損益計算書上の当期純利益(千円) 292,716 264,476

普通株式に係る当期純利益(千円) 292,716 264,476

普通株主に帰属しない金額(千円) 5,800 ―

（うち利益処分による役員賞与金） （5,800） ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 37,371 44,095

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳（株） 

新株予約権 1,139 869

普通株式増加数（株） 1,139 869



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日 

当事業年度
自 平成18年５月１日 
至 平成19年３月31日 

（新株発行の引受） （株式移転による完全親会社設立） 

 当社は、日本エイム株式会社と経営統合を行うため、

平成18年12月19日開催の臨時株主総会の承認を得て、同

社と共同して株式移転により、完全親会社「ユナイテッ

ド・テクノロジー・ホールディングス株式会社」を平成

19年4月2日に設立いたしました。 

 完全親会社の概要は、次のとおりであります。 

（1）商号 

ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス 

株式会社 

（2）本店所在地 

東京都港区港南2-16-4 

（3）代表者 

代表取締役社長 兼 CEO  若山 陽一 

（4）資本金 

2,000,000千円（平成19年4月2日現在） 

（5）主な事業内容 

国内外の会社の株式又は持分を取得、所有するこ

とによる当該会社の事業活動の管理及び支配 

（6）設立日 

平成19年4月2日 

なお、当社の新株予約権は平成19年４月２日の株

式移転効力発生日をもって消滅して同日付けでこ

れに代わる完全親会社の新株予約権を交付してお

ります。 

 当社は、平成１8年5月31日開催の取締役会において、

シンガポールのエンジニアリング会社ＱＴ 

Technology，Pte．Ltd．へ資本参加することを決議し、

同社が実施する70万米ドルの第三者割当増資を全額引受

け、平成18年5月31日に払込みを完了しております。 

①資本参加の目的 

 シンガポール地区における中古半導体製造装置事

業の拡大 

②資本参加の相手会社 

ＱＴ Technology，Pte．Ltd． 

③第三者割当増資の引受払込時期 

平成18年5月31日 

④取得する株式数、取得価額及び取得後の持分比率 

  

  

取得株式数 80,000株 

取得価額 US＄700,000 

取得後の持分比率 40.0% 

⑤取得資金の調達 

自己資金 

（関係会社株式の譲渡） ― 

 当社の関係会社であるネクサス・テクノロジ株式会社

（資本金30,000千円、持分比率49％、取得価額14,700千

円、期末帳簿価額14,700千円）株式を、平成18年７月24

日付14,700千円で日本エイム株式会社に全株譲渡してお

ります。当該株式譲渡による翌事業年度の財政状態及び

経営成績に与える影響はありません。 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

株式会社T＆Dホールディングス 600 4,878

計 600 4,878

銘柄 券面総額（千円） 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

アイシーエフ株式会社 
新株予約権付社債 

45,000 45,000

計 45,000 45,000

銘柄 出資割合（％） 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

Capricorn Aviation 
匿名組合出資証券 

4.6 50,199

計 4.6 50,199



【有形固定資産等明細表】 

 （注）1 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    2 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産         

建物 579,674 13,580 ― 593,254 106,804 36,838 486,450

構築物 18,139 ― ― 18,139 7,394 1,802 10,745

機械及び装置 58,941 12,660 ― 71,601 32,952 12,213 38,649

車両及び運搬具 462 ― ― 462 434 18 27

工具器具及び備品 7,692 19,734 ― 27,427 7,825 2,430 19,602

土地 346,290 ― ― 346,290 ― ― 346,290

建設仮勘定 ― 42,527 30,212 12,314 ― ― 12,314

有形固定資産計 1,011,199 88,502 30,212 1,069,489 155,410 53,303 914,079

無形固定資産    

ソフトウェア 630 26,104 ― 26,734 2,784 2,290 23,949

電話加入権 215 ― ― 215 ― ― 215

無形固定資産計 845 26,104 ― 26,949 2,784 2,290 24,164

長期前払費用 395 ― ― 395 363 186 32

建物 エイペックステックセンター 空調倉庫増床工事 13,580千円

機械及び装置 
㈱エイペックス・アドバンスト・

テクノロジー 
検査治具等 12,660千円

ソフトウェア ㈱エイペックス 社内情報システム 26,104千円

       

ソフトウェア ㈱エイペックス 社内情報システム 30,212千円

区分 
前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

貸倒引当金 19,578 18,332 ― ― 37,910 

役員賞与引当金 ― 15,950 ― ― 15,950 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

 

区分 金額(千円)

現金 141 

預金 当座預金 972 

  普通預金 47,320 

  外貨預金 256,108 

  別段預金 1,805 

  定期預金 23,006 

  計 329,213 

合計 329,354 

相手先 金額(千円)

ミツミ電機株式会社 15,950 

オムロンファイナンス株式会社 10,290 

進工業株式会社 5,489 

合計 31,730 

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 13,543 

平成19年５月満期 11,416 

平成19年６月満期 5,489 

平成19年７月満期 1,279 

合計 31,730 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

 （注） 株式会社データ・システム 他76社 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④割賦売掛金 

相手先別内訳 

  

⑤ 商品 

  

⑥ 投資その他の資産のその他 

相手先別内訳 

（注）他の営業者とともに半導体製造装置等を保有する事業体に拠出している資金 

  

 

相手先 金額(千円)

QT Technology Pte.,Ltd. 1,061,292 

NST,Inc. 505,955 

Apex semiconductor,inc. 384,585 

Novel System 301,778 

Flash Partners有限会社 269,167 

その他（注） 1,236,206 

合計 3,758,986 

前期繰越高 
(千円) 

当期発生高 
(千円) 

当期回収高 
(千円) 

次期繰越高
(千円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

3,049,192 6,568,558 5,858,764 3,758,986 60.9 189 

相手先 金額(千円)

Nepes Pte.Ltd. 643,689 

合計 643,689 

相手先 金額(千円)

半導体製造装置及び部品 1,661,586 

合計 1,661,586 

相手先 金額(千円)

BBEM Trading Co.LLC（注） 564,210 

長期前払費用 32 

合計 564,242 



⑦ 買掛金 

相手先別内訳 

 （注） Bobcock & Brown Electronics Management LLC 他64社 

  

⑧ 短期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額(千円)

三井リース事業株式会社 389,867 

三井住友銀リース株式会社 122,796 

BBEM Trading Co.LLC 108,263 

Surplus Global,Inc. 102,738 

株式会社セミコンダクタツールジャパン 55,217 

その他（注） 281,222 

合計 1,060,105 

区分 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 1,400,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 900,000 

株式会社みずほ銀行 745,000 

株式会社住友信託銀行 300,000 

株式会社りそな銀行 300,000 

株式会社八十二銀行 150,000 

株式会社第三銀行 150,000 

合計 3,945,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告は電子公告の方法により行う。
http://www.apex-jp.net 
ただし、やむを得ない理由により電子公告ができない場合は日本経済新聞に掲載し
て行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(3) 臨時報告書 

平成18年12月20日関東財務局長に提出 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転に係る株主総会の決議）に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成19年４月２日関東財務局長に提出 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社の異動及び主要株主の異動）に基づく臨時報告書

であります。 

  

 

(1) 有価証券報告書及び 

その添付書類 

事業年度 

(第６期) 

自 平成17年５月１日

至 平成18年４月30日

  平成18年７月28日 

関東財務局長に提出 

            

(2) 半期報告書 (第７期中) 自 平成18年５月１日

至 平成18年10月31日

  平成19年１月29日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年７月27日

株式会社エイペックス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 古  谷  伸 太 郎  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 志  村  さ や か  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エイペックスの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社エイペックス及び連結子会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年５月31日にＱＴ Technology，Pte．Ltdの新株発行を引受けて

いる。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月27日

株式会社エイペックス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 松  本  正 一 郎  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 志  村  さ や か  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エイペックスの平成18年５月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社エイペックス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に関する注記事項には、株式移転による完全親会社設立に関する事項が記載されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年７月27日

株式会社エイペックス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 古  谷  伸 太 郎  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 志  村  さ や か  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エイペックスの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エイペックスの平成18年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年５月31日にＱＴ Technology，Pte．Ltdの新株発行を引受けて

いる。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月27日

株式会社エイペックス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 松  本  正 一 郎  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 志  村  さ や か  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エイペックスの平成18年５月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エイペックスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に関する注記事項に、株式移転による完全親会社設立に関する事項が記載されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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